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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高に、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当り当期純利益の第73期および第74期については潜在株式がないため、また第75期、第76期および第

77期については当期純損失であるため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 第74期から１株当り純資産額、１株当り当期純損益および潜在株式調整後１株当り当期純利益の算定に当っては、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 第75期から１株当り純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期

末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除して算出しております。 

  

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 100,613 86,258 102,668 100,441 118,109

経常損失 (百万円) 4,071 4,949 3,794 456 524

当期純損失 (百万円) 12,308 6,266 8,755 2,713 3,326

純資産額 (百万円) 6,381 1,706 4,202 1,234 6,339

総資産額 (百万円) 85,010 81,370 78,864 71,366 76,616

１株当り純資産額 (円) 76.82 20.56 1.58 △21.61 △36.42

１株当り当期純損失 (円) 148.16 75.46 105.18 21.20 26.00

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 7.5 2.1 5.3 1.7 8.3

自己資本利益率 (％) △100.7 △155.0 △296.4 △99.8 △87.8

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,356 3,967 △1,232 3,254 3,352

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,543 △3,686 △2,143 △3,034 △3,509

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △882 2,538 577 △462 △2,636

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 9,798 12,391 9,097 9,876 7,576

従業員数 (名) 10,559 11,094 12,309 11,708 13,784



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高に、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当り当期純利益の第73期および第74期については潜在株式がないため、また第75期、第76期および第

77期については当期純損失であるため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 第74期から１株当り純資産額、１株当り当期純損益および潜在株式調整後１株当り当期純利益の算定に当っては、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 第75期から１株当り純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期

末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除して算出しております。 

  

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 84,581 62,978 64,287 57,960 57,984

経常損失 (百万円) 2,416 4,137 3,243 1,151 1,265

当期純損失 (百万円) 11,542 5,443 8,997 3,925 3,140

資本金 (百万円) 13,206 13,206 19,256 19,256 22,756

発行済株式総数 (株) 
普通株式 
83,075,884 

普通株式
83,075,884 

普通株式
128,075,884 
優先株式 
10,000,000 

普通株式
128,075,884 
優先株式 
10,000,000 

普通株式 
128,075,884 
優先株式 
27,500,000 

純資産額 (百万円) 10,524 5,027 8,096 4,169 8,170

総資産額 (百万円) 65,762 73,673 68,618 60,310 58,896

１株当り純資産額 (円) 126.69 60.57 32.01 1.33 △22.12

１株当り配当額 
(内１株当り 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当り当期純損失 (円) 138.94 65.55 108.08 30.67 24.54

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.0 6.8 11.8 6.9 13.9

自己資本利益率 (％) △70.6 △70.0 △137.1 △64.0 △50.9

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (名) 1,334 1,465 1,452 1,368 1,389



２ 【沿革】 

  

  

年月 沿革

昭和25年２月 乾電池の製造・販売を目的に東京電気化学工業株式会社として発足 

鷲津工場、富士見工場にて乾電池の生産開始 

28年５月 古河グループの一員となる 

33年７月 富士電気化学株式会社に社名変更 

34年２月 電子磁性材料(フェライト)の研究開発に成功し製造を開始 

38年６月 湖西工場新設 

38年11月 細江工場新設 

41年12月 いわき電子株式会社を設立 

43年９月 大須賀工場新設 

44年10月 東京証券取引所市場第二部に株式上場 

45年１月 山陽工場新設 

47年４月 富士通株式会社の資本参加により富士通グループに入る 

54年２月 米国に現地法人FDK AMERICA, INC.を設立 

56年１月 台湾に現地法人FUCHI ELECTRONICS CO., LTD. を設立 

59年９月 東京証券取引所市場第一部に株式上場 

63年12月 タイに合弁会社FUJITSU(THAILAND)CO., LTD. を設立 

平成元年８月 インドネシアに合弁会社P.T. FDK-INTERCALLIN を設立(現 PT FDK INDONESIA) 

元年11月 株式会社ＦＤＫメカトロニクスを設立 

２年９月 株式会社ＦＤＫエンジニアリングを設立 

２年11月 スリランカに現地法人FDK LANKA(PVT)LTD. を設立 

３年７月 タイに合弁会社FDK TATUNG(THAILAND)CO., LTD. を設立 

６年３月 中国に現地法人XIAMEN FDK CORPORATION を設立 

６年12月 中国に合弁会社NANJING FDK CORPORATION を設立 

７年８月 中国に現地法人SHANGHAI FDK CORPORATION を設立 

13年１月 ＦＤＫ株式会社に社名変更 

13年６月 中国に現地法人SUZHOU FDK CO., LTD. を設立 

13年12月 タイに現地法人FDK(THAILAND)CO., LTD. を設立 

14年４月 いわき電子株式会社を吸収合併 

14年８月 ＦＤＫエナジー株式会社を設立 

16年12月 NANJING FDK CORPORATIONが中国企業と合併し、NANJING JINNING SANHUAN FDK CO.,LTDに社名変

更 

17年４月 ＦＤＫ販売株式会社を吸収合併 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社20社、関連会社１社およびその他の関係会社１社で構成されております。当社、子

会社、関連会社は、エレクトロニクス関連分野の素材・部品および乾電池とその応用製品の製造販売を主な事業内容

としております。その他の関係会社であります富士通株式会社は、当社の普通株式50,667千株(議決権比率39.8％)、

第１回優先株式10,000千株および第２回優先株式17,500千株を保有しており、当社は同社より資金を借り入れており

ます。また、当社は同社に対し、当社製品を納入しております。 

なお、前連結会計年度に連結子会社として記載しておりましたＦＤＫ販売株式会社は、当社が平成17年４月１日を

合併期日として吸収合併いたしました。 

各事業における当社および主要な関係会社の位置付けは、次のとおりであります。 

  

  

区分 主な関係会社 

事業区分 主要製品 製造 販売 

電子事業 

液晶ディスプレイ用信号処理モジュール 

液晶バックライト用インバータモジュー

ル 

スイッチング電源 

コイルデバイス 

ＶＣＯ(電圧制御発振器) 

積層チップパワーインダクタ 

高周波積層部品 

モータ 

光通信用部品 

トナー 

(子会社) 

株式会社FDKメカトロニクス 

FDKライフテック株式会社 

SHANGHAI FDK CORPORATION 

XIAMEN FDK CORPORATION 

SUZHOU FDK CO.,LTD. 

FUCHI ELECTRONICS CO.,LTD. 

FDK(THAILAND)CO.,LTD. 

FDK TATUNG(THAILAND)CO.,LTD. 

FDK LANKA(PVT)LTD. 

(関連会社) 

NANJING JINNING SANHUAN FDK  

CO.,LTD. 

(子会社) 

FDK AMERICA, INC. 

FDK SINGAPORE PTE. LTD. 

FDK HONG KONG LTD. 

FDK ELECTRONICS GMBH 

電池事業 

アルカリ乾電池 

マンガン乾電池 

リチウム電池 

各種強力ライト 

乾電池製造設備 

(子会社) 

FDKエナジー株式会社 

株式会社FDKエンジニアリング 

PT FDK INDONESIA 



事業の系統を図示すると概ね次のとおりであります。 

  

 
  
(注) ※は連結子会社であります。 

○は持分法適用関連会社であります。 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容 

所有割合
(％) 

被所有
割合 
(％) 

役員の
兼任等 

営業上の取引 

(連結子会社)      
FUCHI ELECTRONICS CO., LTD. 

※３ 
台湾 
桃園縣 

百万台湾ドル 
275 

電子事業
  

100.0 ― 無
当社の電子製品の製造・販
売を行なっております。 

㈱FDKエンジニアリング 静岡県 
浜松市 

百万円 
400 電池事業 100.0 ― 有

当社の乾電池製造設備の製
作を行なっており、設備等
の一部を当社より貸与して
おります。 

㈱FDKメカトロニクス 静岡県 
湖西市 

百万円 
450 電子事業 100.0 ― 無

当社の電子製品の製造を行
なっており、設備等の一部
を当社より貸与しておりま
す。 

  
PT FDK INDONESIA 

  

インドネシア
ブカシ市 

百万インドネシア 
ルピア 
90,792 

電池事業
100.0
(51.0)

― 無
当社の電池製品の製造・販
売を行なっております。 

FDK SINGAPORE PTE.LTD. シンガポール
千シンガポール 

ドル 
300 

電子・電池事業
(販売) 100.0 ― 無

当社の製品の販売を行なっ
ております。 

FDK AMERICA,INC. 
米国 
カリフォルニ 
ア州 

千米ドル 
1,000 

電子・電池事業
(販売) 100.0 ― 無

当社の製品の販売を行なっ
ております。 

FDKライフテック㈱ 静岡県 
湖西市 

百万円 
10 電子事業 100.0 ― 無

当社の電子製品の外注加工
を行なっております。 

FDK LANKA(PVT)LTD. スリランカ 
百万スリランカ 

ルピー 
680 

電子事業 100.0 ― 無
当社の電子製品の製造・販
売を行なっております。 

  
XIAMEN FDK CORPORATION 

※１ 

中国 
福建省 

千米ドル 
11,800 
千人民元 
15,204 

電子事業 100.0 ― 無
当社の電子製品の製造・販
売を行なっております。 

SHANGHAI FDK CORPORATION 
※１ 

中国 
上海市 

千米ドル 
17,350 電子事業 100.0 ― 無

当社の電子製品の製造・販
売を行なっております。 

SUZHOU FDK CO., LTD. 
※３ 

中国 
江蘇省 

千米ドル 
15,000 電子事業 100.0 ― 無

当社の電子製品の製造・販
売を行なっております。 

FDK(THAILAND)CO., LTD. 
タイ 
パトゥンタニ
県 

百万タイバーツ 
240 電子事業 100.0 ― 無

当社の電子製品の製造・販
売を行なっております。 

FDKエナジー㈱ 
※１ 

静岡県 
湖西市 

百万円 
700 電池事業 88.0 ― 有

当社の電池製品の製造・販
売を行なっております。 

FDK HONG KONG LTD. 中国 
香港 

千香港ドル 
1,500 

電子・電池事業
(販売) 100.0 ― 無

当社の製品の販売を行なっ
ております。 

FDK ELECTRONICS GMBH 
独国 
デュッセルド
ルフ市 

千ユーロ 
51 
電子・電池事業
(販売) 100.0 ― 無

当社の製品の販売を行なっ
ております。 

FDK TATUNG(THAILAND) 
CO.,LTD. 

※２ 
※６ 

タイ 
チョンブリ県 

百万タイバーツ 
300 電子事業 50.0 ― 出向１名 清算手続き中であります。

(持分法適用関連会社)      
NANJING JINNING SANHUAN  
FDK CO.,LTD. 

中国 
江蘇省 

千米ドル 
39,531 電子事業 33.4 ― 無

当社の電子製品の製造・販
売を行なっております。 

(その他の関係会社)      

  
富士通㈱ 

  
※５ 

神奈川県 
川崎市中原区 

百万円 
324,625 ※４ ―

39.8
(0.0)

有

当社製品を購入しておりま
す。当社は富士通製品の購
入とサービスの提供を受け
ております。また、資金を
借り入れております。 



(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ※１：特定子会社に該当しております。 

３ ※２：議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配していると認められたため子会社としたものであ

ります。 

４ 議決権の所有(被所有)割合の( )内は、間接所有割合で内数表示しております。 

５ ※３：FUCHI ELECTRONICS CO., LTD.およびSUZHOU FDK CO., LTD.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除

く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

  FUCHI ELECTRONICS CO., LTD. 

  主要な損益情報等 ① 売上高      30,324百万円 

           ② 経常利益       687 〃  

           ③ 当期純利益      624 〃  

           ④ 純資産額      1,470 〃  

           ⑤ 総資産額     14,176 〃  

  SUZHOU FDK CO., LTD. 

  主要な損益情報等 ① 売上高      16,608百万円 

           ② 経常利益       696 〃  

           ③ 当期純利益      648 〃  

           ④ 純資産額      2,129 〃  

           ⑤ 総資産額      8,539 〃  

６ ※４：主要な事業の内容は、「第５ 経理の状況」１ 連結財務諸表等(関連当事者との取引)に記載しているため省略し

ております。 

７ ※５：有価証券報告書を提出しております。 

８ ※６：債務超過会社。債務超過の金額は1,329百万円であります。 

  



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数が前事業年度に比べ2,076名増加しておりますが、主として在外子会社におけるコイルデバイスの増産に伴う人

員増加によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、ＦＤＫ労働組合が組織(平成18年３月末の組合員数1,403名)されており、全日本電機・電子・

情報関連産業労働組合連合会(電機連合)に加盟しております。 

なお、その傾向は穏健着実であって健全な労使関係を維持しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電子事業 12,035 

電池事業 1,320 

全社(共通) 429 

合計 13,784 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

1,389 40.5 17.8 4,947



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループの主要マーケットであります電子部品市場は、販売価格の値下要求に加え、原材料価格の高騰が進

行するなど厳しい一面があるものの、比較的安定した経済環境や日本での個人消費の回復を背景に、大型液晶テレ

ビ、携帯電話、パソコンなどのデジタル機器の需要が拡大し、これらの機器に搭載する部品需要は増加いたしまし

た。 

このような環境のなかで当社グループは、全社をあげて生産革新運動をさらに強化するとともに、液晶ビジネス

への経営資源の投入、効率的な事業体制の構築を目指した子会社の再編、強みである素材技術に立脚した製品開発

など事業の選択と集中を推し進めてまいりました。 

この結果、売上高につきましては、新製品の液晶バックライト用インバータモジュールなどが伸長し、前連結会

計年度に比べ17.6％増の1,181億９百万円となりました。しかしながら損益面につきましては、全般的には回復基調

にありましたものの、急激な新製品の立ち上げによる費用の増加や原材料価格の高騰によるコスト面への影響など

により、営業利益は前連結会計年度に比べ37.3％減の９億67百万円、経常損失は５億24百万円となりました。ま

た、固定資産の減損処理や子会社の整理、事業の撤退による損失などを特別損失として21億63百万円計上いたしま

した結果、当期純損失は33億26百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①電子事業 

モジュールシステム部門は、液晶ディスプレイ用信号処理モジュールが、台湾、中国での売上増加により、前

連結会計年度を大幅に上回りました。液晶バックライト用インバータモジュールは、市場で大型液晶テレビ用が

高く評価され、韓国向けを中心に大きく伸長しました。プラズマディスプレイ用ハイブリッドモジュールおよび

スイッチング電源は、前連結会計年度を下回りました。なお、スイッチング電源につきましては、非絶縁型ＰＯ

Ｌ(Point of Load)電源として標準ＤＣ－ＤＣコンバータの「Senpaiシリーズ」を開発し、サーバ・ストレージ・

ネットワーク機器などへの販売活動をワールドワイドで開始いたしました。 

コンポーネント部門は、コイルデバイスの液晶バックライト用インバータトランスが、大型液晶テレビの需要

拡大を受け伸長し、前連結会計年度を上回りました。また、積層チップパワーインダクタは、顧客ニーズに合わ

せた製品ラインナップの拡充や携帯電話を中心とした販売の強化が寄与し、前連結会計年度を上回りました。モ

ータは、デジタルカメラおよびカメラ付携帯電話向けの小径モータや車載向けモータが伸長しましたが、ＯＡ機

器向けが伸び悩み、前連結会計年度並みにとどまりました。フェライト製品は、前連結会計年度に行なった中国

の合弁会社(持分法適用関連会社)への事業移管の影響により前連結会計年度を下回りました。 

この結果、電子事業全体の売上高は前連結会計年度に比べ23.6％増の943億94百万円となりました。損益面につ

きましては、急激な新製品の立ち上げによる費用の増加などにより、営業損失は４億44百万円(前連結会計年度は

３億30百万円の営業損失)となりました。 



②電池事業 

電池事業は、お客様に満足いただけるような新製品開発と性能・安全性・環境面への配慮を追求した新技術開

発を続け、皆様に愛される製品の提供を目指しております。国内市場においては、安価なアルカリ乾電池の流入

による厳しい価格競争のなか、主力製品のハイグレードアルカリ乾電池「Ｇシリーズ」およびさらなる高性能化

により世界トップレベルの性能を実現した「Ｇ ＰＬＵＳ」を軸に販売の強化に取り組みました。しかしなが

ら、北米市場向けの売上減少の影響により、当事業全体の売上高は、前連結会計年度に比べ1.5％減の237億15百

万円となりました。損益面につきましても、原材料価格の高騰によるコスト面への影響などにより、営業利益は

前連結会計年度に比べ24.6％減の14億12百万円となりました。 

  

所在地別セグメント業績は、次のとおりであります。 

①日本 

日本においては、プラズマディスプレイ用ハイブリッドモジュール、スイッチング電源、フェライト製品およ

びアルカリ乾電池の減少はありましたものの、液晶バックライト用インバータモジュール、コイルデバイスおよ

びモータの伸長などにより、売上高は前連結会計年度並みの681億34百万円となりました。損益面につきまして

は、急激な新製品の立ち上げによる費用の増加などにより、営業損失は４億74百万円(前連結会計年度は４億24百

万円の営業利益)となりました。 

②アジア 

アジアにおいては、液晶ディスプレイ用信号処理モジュールおよびコイルデバイスなどの増加により、売上高

は前連結会計年度に比べ33.3％増の776億47百万円、営業利益は前連結会計年度に比べ52.6％増の25億22百万円と

なりました。 

③北米 

北米においては、アルカリ乾電池、光通信用部品およびフェライト製品などの減少により、売上高は前連結会

計年度に比べ24.2％減の17億18百万円、営業損失は70百万円(前連結会計年度は96百万円の営業損失)となりまし

た。 

④欧州 

欧州においては、ＶＣＯ(電圧制御発振器)、モータおよびフェライト製品などの減少により、売上高は前連結

会計年度に比べ12.8％減の23億82百万円、営業利益は前連結会計年度並みの61百万円となりました。 

  

なお、上記の所在地別の金額には、セグメント間の内部取引金額が含まれております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上高の増加に伴う一時的な売上債権やたな卸資産の

増加、税金等調整前当期純損失の計上などによる現金及び現金同等物(以下「資金」という)の減少がありましたも

のの、債権流動化の促進ならびに仕入債務の増加による資金増加により、33億52百万円の資金増加(前連結会計年度

は32億54百万円の資金増加)となりました。 

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、モジュールシステムなどへの設備投資を伴う支出によ

り35億９百万円の資金減少(前連結会計年度は30億34百万円の資金減少)となりました。 

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、新株発行による70億円の収入がありましたものの、借

入金の返済を進め26億36百万円の減少(前連結会計年度は４億62百万円の資金減少)となりました。 

この結果、当連結会計年度における連結ベース資金残高は、期首残高に比べ22億99百万円減少し、75億76百万円

となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

(注) 前連結会計年度については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前期比(％) 

電子事業 95,059 ＋27.3

電池事業 22,589 △0.3

合計 117,648 ＋20.9

事業の種類別セグメント 
の名称 

受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％) 

電子事業 92,331 ＋19.8 10,325 △16.7

電池事業 24,208 △0.5 1,800 ＋37.7

合計 116,539 ＋14.9 12,126 △11.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前期比(％) 

電子事業 94,394 ＋23.6

電池事業 23,715 △1.5

合計 118,109 ＋17.6

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高
(百万円) 

割合
(％) 

販売高 
(百万円) 

割合 
(％) 

AU OPTRONICS CORPORATION ― ― 34,410 29.1



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、価格競争が熾烈なデジタル家電業界にビジネスドメインをおいているため、コスト競争力の強化

が重要課題と認識しています。そのため、一昨年より、ものづくりの強化として生産革新運動を全社的に推進してお

りますが、今後は生産工程内における最適化から、トータルな視点で考えられる最適なものづくり体制を早期に構築

していく必要があると認識しています。 

具体的には、開発・製造・販売といった各機能が一体となり生産革新運動の理念に沿って、原材料や製品の在庫削

減、設計段階でのコストダウン、調達方法のＪＩＴ(Just-In-Time)化などにより原価の低減を推進してまいります。

また、部品の内製化を進めることによる材料費の低減、製造工程の標準化、部材調達におけるグループ会社との購買

の連携を進め、コスト競争力の強化に努めることで、市場変動に強い企業体質への転換を目指しています。 

さらに、消費地生産を基本においた体制を固め、お客様にとっての最適な拠点でのものづくりを進めながら顧客志

向を高め、顧客ニーズに合致した製品の開発、販売の強化を行なうことで、安定した事業基盤の構築を図ってまいり

ます。 

加えて、グループ内の全部門がＰＤＣＡ(Plan-Do-Check-Action)の基本的なビジネスサイクル、堅実なオペレーシ

ョンを推進し、それを企業風土に定着させることでお客様に評価される企業集団を目指してまいります。 

  

〔電子事業〕 

電子事業におきましては、当社グループが注力するフラットパネルディスプレイ、モバイル機器、車載、パワー

関連の４つの分野は、今後も大きな成長が期待できます。しかしながら、価格競争の激化や原材料価格の高騰など

の厳しい環境が予想されます。 

このようななか、当社グループは、半世紀以上に渡り培ってきた素材技術を中核に、回路技術、高密度実装技術

などを活用し、顧客第一主義のもと、マーケットインによる新製品・新技術の開発を進め、販売の強化を図ってま

いります。また、生産革新運動の全グループ展開による徹底したコストダウンの追求、選択と集中による事業の見

直し、経営の効率化などをグローバルな視点から行なうことで、安定した事業基盤の構築を目指してまいります。 

  

〔電池事業〕 

電池事業におきましては、当社グループの主力製品であるアルカリ乾電池は、デジタル機器等への需要増により

今後もワールドワイドでの市場拡大が見込まれております。しかしながら、原材料価格の高騰によるコスト面の影

響が続くものと予想されます。 

このようななか、当社グループは、アルカリ乾電池「Ｇ ＰＬＵＳ」の展開により、売上拡大を図るとともに、

国内外における生産革新運動をさらに推進して原価低減を図ってまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業展開上リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項について記載しております。当社

は、これらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存でありま

す。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において当社グループ

が判断したものであります。 

  

(1) 市場環境 

当社グループの電子事業および電池事業は、当社グループが製品を販売している国または地域の経済状況の影響

を受けます。また、同様に電子部品市場および電池市場の需要変動の影響を受けます。従いまして、日本、北米、

欧州、アジアを含む当社グループの主要市場における景気後退および製品市場の縮小は、当社グループの業績およ

び財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  

(2) 為替レート 

当社グループは、各地域における資産、負債、収益および費用を含む現地通貨建ての項目を連結財務諸表の作成

のために円換算しております。換算時の為替レートにより、これらの項目は現地通貨における価値が変わらなかっ

たとしても、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。一般に、他の通貨に対する円高は当社グループの

事業に悪影響をおよぼし、円安は当社グループの事業に好影響をもたらします。当社グループが生産を行なう地域

の通貨価値の上昇は、それらの地域における製造と調達のコストを押し上げる可能性があります。コストの増加

は、当社グループの利益率と価格競争力を低下させ、業績に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  

(3) 金利の動向 

当社グループは、当連結会計年度末における連結有利子負債は307億65百万円となっております。このため、金利

変動によって当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  

(4) 新製品開発力 

当社グループは、スピードをあげて新製品・新技術の開発に取り組んでおりますが、エレクトロニクス分野の技

術は著しく進歩しております。そのため、当社グループが市場と業界の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品

を開発できない場合には、将来の成長と収益性を低下させ、業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性がありま

す。 

  

(5) 価格競争 

エレクトロニクス分野における価格競争はたいへん厳しいものとなっております。そのため、当社グループが属

している各製品市場において、競争の激化に直面する可能性があります。また、当社グループは、高品質で高付加

価値のキーデバイスを開発しておりますが、将来においても有効に競争できるという保証はありません。価格面で

の圧力または有効に競争できないことによる顧客離れは、当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能

性があります。 

  



(6) グローバルでの事業展開 

当社グループの生産活動の大部分は、中国、東南アジアで行なわれております。そのため、予期しない法律また

は規制の変更、テロ、戦争、人材の流出、その他の要因による混乱などがおきる可能性があります。従いまして、

これらの事象は業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  

(7) サプライヤー 

当社グループは、原材料の調達につきましては、基本的には複数のサプライヤーと契約を結び安定的な調達を心

がけておりますが、材料高騰、供給不足、品質管理の問題が同時に発生した場合など、当社グループの業績や財務

状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  

(8) 顧客への依存 

当社グループの電子事業は、エレクトロニクス関連のセットメーカーなどを対象としております。これらの企業

への売上は、その顧客企業の業績や当社グループが管理できない要因により大きな影響を受けます。また、電池事

業は電池が使用される機器のヒットや長期的な天候状況により消費者の購買動向に影響を受けます。 

  

(9) 知的財産保護 

当社グループは他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄積してまいりましたが、当社グループ独自の技術と

ノウハウの一部は、特定の地域では法的制限のため知的財産権による完全な保護が不可能または限定的にしか保護

されない状況にあります。そのため、第三者が当社グループの知的財産を使って類似した製品を製造するのを効果

的に防止できない可能性があります。また、当社グループの将来の製品または技術は、将来的に他社の知的財産権

を侵害しているとされる可能性があります。 

  

(10)製品の欠陥 

当社グループの工場は、品質保証に関する国際規格「ISO9001」や「ISO/TS16949」を取得するとともに、当社の

厳しい品質管理基準に従って各種の製品を製造しております。しかし、全ての製品について欠陥がなく、将来にリ

コールが発生しないという保証はありません。また、製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、この

保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。大規模なリコールや製造物責任賠

償につながるような製品の欠陥は、多額のコストや当社グループの評価に重大な影響を与え、それにより売上が低

下し、当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

  

(11)災害や停電等による影響 

当社グループは製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するために、全ての設備における定期的

な災害防止検査と設備点検を行なっております。しかし、生産拠点で発生する災害、停電またはその他の中断事象

による影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

  

  

相手先 契約品目 契約内容 契約期間 

三菱電機株式会社 
三菱電機ホーム機器
株式会社 
東洋高砂乾電池株式
会社(現株式会社ト
ーカン) 

アルカリ乾電池 
アルカリ乾電池の製造委託取引および協
力・提携に関する契約 

自 平成15年４月１日 
至 平成18年３月31日 



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、エレクトロニクスの最先端分野におけるキーデバイスの開発のため、素材、電子部品、モジュー

ルおよび電池を中心に研究開発を行なっております。 

研究開発につきましては、当社の技術開発本部が全社の研究開発活動を統括し、素材をベースとした当社の基盤技

術の開発、市場と技術の動向を見据えた新製品・新技術の開発を行なう一方、プロジェクト体制により短期間での製

品開発を推し進めております。また、産官学との連携により先端技術の導入を効率的に推し進め、技術力のさらなる

向上を図っております。なお、昨年８月にはＦＤＫの技術と製品をエレクトロニクス業界の企業に広く知っていただ

くことを目的として、新たに「ＦＤＫ製品展示＆技術説明会」を開催しました。 

当社グループの研究開発部門の開発スタッフは71名であり、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は

11億30百万円であります。 

当連結会計年度における各事業区分別の研究開発の主要目的、研究開発成果および研究開発費は次のとおりであり

ます。 

(1) 電子事業 

当社グループのキーテクノロジーである素材技術に加え、回路技術や高密度実装技術を駆使して電子部品および

モジュールの開発を行なっております。 

当連結会計年度における新製品としましては、カメラ付携帯電話やデジタルカメラのレンズ駆動用に適した世界

最小のステッパモータ「ＳＭ4.3シリーズ」、携帯電話などの高周波回路における汎用複合部品として世界最小の積

層チップローパスフィルタ「ＡＭＦ1005Ｌシリーズ」、従来製品の高品位真性乱数(物理乱数)生成ＩＣ(ＲＰＧ

100」を実装面積比で69％小型化した「ＲＰＧ100Ｂ」などがございます。また、短時間に充電でき、電気二重層キ

ャパシタより大容量でリチウムイオン電池より劣化が少ない次世代キャパシタ、完全自動化生産によるコストダウ

ンと品質向上、Made-in-Japanを開発コンセプトにもつＰＯＬ電源用の標準ＤＣ－ＤＣコンバータ「Senpaiシリー

ズ」などを開発いたしました。 

当事業に係わる研究開発費は９億09百万円であります。 

(2) 電池事業 

電池に使用する素材技術の開発および環境対策を目的とした研究開発を行なっております。 

当連結会計年度におきましては、アルカリ乾電池の両端子面の改良に取組み、大電流領域における通電ムラや長

期間に渡るコネクティングの安定化を実現いたしました。また、新電解二酸化マンガン、新亜鉛粉などの開発に成

功し、大電流パルス放電における性能を伸長させる技術を開発いたしました。同時に、電解液の組成改良にも取組

み、イオン交換をよりスムーズに行なうことで大電流を瞬時に供給することを可能とする技術に結実いたしまし

た。これらの技術開発の成果は、新製品に導入されます。 

当事業に係わる研究開発費は２億20百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在(平成18年６月29日)において当社グループが判断し

たものであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計処理基準に基づき作成されて

おります。 

なお、個々の「重要な会計方針及び見積り」については、「第５ 経理の状況、１ 連結財務諸表等、(1)連結財

務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、「第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(1)業績」に記載のとお

りであります。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資産、負債及び資本の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ52億50百万円(7.4％)増の766億16百万円となりまし

た。流動資産は前連結会計年度末に比べ48億37百万円(10.6％)増の505億16百万円、固定資産は前連結会計年度末

に比べ４億12百万円(1.6％)増の261億円となりました。 

流動資産増加の主な要因は、売上高の増加に伴い、受取手形及び売掛金が66億12百万円増加、たな卸資産が12

億60百万円増加したことによるものです。固定資産増加の主な要因は、有形固定資産が１億46百万円増加、関係

会社出資金が２億81百万円増加したことによるものです。 

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億20百万円(0.2％)増の697億18百万円となりまし

た。流動負債は前連結会計年度末に比べ７億53百万円(1.2％)増の632億17百万円、固定負債は前連結会計年度末

に比べ６億33百万円(8.9％)減の65億円となりました。 

流動負債増加の主な要因は、短期借入金(１年内返済長期借入金を含む)が新株発行による収入などを原資とし

て返済を進めたことにより78億18百万円減少いたしましたが、売上高の増加に伴う原材料などの仕入取引の増加

により支払手形及び買掛金などが増加したことによるものです。固定負債減少の主な要因は、退職給付引当金の

繰入により増加いたしましたが、長期借入金が11億44百万円減少したことによるものです。 

なお、有利子負債残高(短期借入金および長期借入金)は、前連結会計年度末に比べ89億62百万円減の307億65百

万円となりました。 

当連結会計年度末の資本合計は、前連結会計年度末に比べ51億５百万円増の63億39百万円となりました。 

資本増加の主な要因は、当期純損失を計上いたしましたが、70億円の第三者割当増資および円安に伴い為替換

算調整勘定が13億23百万円改善されたことによるものです。 

  



② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は、「第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(2)キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。 

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２ 事業の状況、４ 事業等のリスク」に記載のとお

りであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資は35億37百万円であります。その主要な内容は、国内における新製品の生産設備および

在外子会社における液晶ディスプレイ用信号処理モジュールの増産設備であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

  

(2) 国内子会社 

  

  

事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積 
千㎡) 

その他 合計 

湖西工場 
(静岡県湖西市) 

※１ 
※２ 

電子事業 
電子部品 
製造設備 

3,064 1,195
361
(38)
[7]

456 5,078 556

いわき工場 
(福島県いわき市) 

電子事業 
電子部品 
製造設備 

1,173 746
2,721
(91)

269 4,911 426

山陽工場 
(山口県山陽小野田市) 

電子事業 
電子部品 
製造設備 

330 136
153
(152)

22 643 150

会社名 
(所在地) 

セグメント
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積 
千㎡) 

その他 合計 

FDKエナジー㈱ 
(静岡県湖西市) 

電池事業 電池製造設備 90 1,032
―
[38]

72 1,195 167



(3) 在外子会社 

  

(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定は含まれておりません。 

２ ※１湖西工場に総合技術センターを含めております。 

３ ※２湖西工場のうち、建物及び構築物86百万円、その他36百万円は主に子会社である㈱FDKメカトロニクス等に対する貸

与資産であります。 

４ リース契約による主な賃借設備は、製造設備、計測器、電子計算機および事務機器等であります。 

５ 賃借している土地の面積については、［ ］で外書きしております。 

６ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
(所在地) 

セグメント
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
(面積 
千㎡) 

その他 合計 

PT FDK INDONESIA 
(インドネシアブカシ 
市) 

電池事業 電池製造設備 491 1,224
325
(40)

13 2,053 955

FUCHI ELECTRONICS  
CO.,LTD. 
(台湾桃園縣) 

電子事業 
電子部品 
製造設備 

480 799
107
(3)

85 1,474 1,046

XIAMEN FDK  
CORPORATION 
(中国福建省) 

電子事業 
電子部品 
製造設備 

595 821
―
[26]

85 1,503 1,753

SHANGHAI FDK  
CORPORATION 
(中国上海市) 

電子事業 
電子部品 
製造設備 

675 121
―
[60]

1,039 1,836 3,683

SUZHOU FDK CO.,LTD. 
(中国江蘇省) 

電子事業 
電子部品 
製造設備 

64 2,177
―
[8]

17 2,259 1,559



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

① 提出会社 

  

  

② 国内子会社 
  

  

③ 在外子会社 
  

(注) 上記の金額に、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除却等は計画しておりません。 

  

事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定金額
(百万円) 

資金調達方法

着手および完了予定日 

着手 完了予定日

湖西工場 
(静岡県湖西市) 

電子事業 電子部品製造設備 163
自己資金及び
借入金 

平成18年４月 平成19年３月

いわき工場 
(福島県いわき市) 

電子事業 電子部品製造設備 235
自己資金及び
借入金 

平成18年４月 平成19年３月

会社名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定金額
(百万円) 

資金調達方法

着手および完了予定日 

着手 完了予定日

FDKエナジー㈱ 
(静岡県湖西市) 

電池事業 電池製造設備 218
自己資金及び
借入金 

平成18年４月 平成19年３月

会社名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定金額
(百万円) 

資金調達方法

着手および完了予定日 

着手 完了予定日

PT FDK INDONESIA 
(インドネシアブカシ 
市) 

電池事業 電池製造設備 472
自己資金及び
借入金 

平成18年４月 平成19年３月

FUCHI ELECTRONICS  
CO.,LTD. 
(台湾桃園縣) 

電子事業 電子部品製造設備 237
自己資金及び
借入金 

平成18年４月 平成19年３月

XIAMEN FDK  
CORPORATION 
(中国福建省) 

電子事業 電子部品製造設備 738
自己資金及び
増資資金 

平成18年４月 平成19年３月

SHANGHAI FDK  
CORPORATION 
(中国上海市) 

電子事業 電子部品製造設備 106
自己資金及び
増資資金 

平成18年４月 平成19年３月

SUZHOU FDK CO.,LTD. 
(中国江蘇省) 

電子事業 電子部品製造設備 404
自己資金及び
借入金 

平成18年４月 平成19年３月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 第１回および第２回優先株式の内容は次のとおりであります。 

 (1) 優先配当金 

  ① 優先配当金の額 

    １株当りの優先配当金の額は、平成19年３月31日に終了する事業年度までは無配とする。平成19年４月１日に開始す

る事業年度以降は、次回年率修正日(以下に定義される。)の前日までの各事業年度について、発行価額相当額(400

円)に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率を乗じて算出した額とする。優先配当金の額は、円位未満小数第４位

まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。計算の結果が12円を超える場合は、優先配当金の額は12円とする。 

    配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(６ヶ月物)＋0.75％ 

    配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。「年率修正日」は、平成20年４月１

日以降平成26年３月31日までの毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営業日を年率修正日とする。

「日本円ＴＩＢＯＲ(６ヶ月物)」は、平成19年４月１日または各年率修正日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)及

びその直後の10月１日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)の２時点(以下「優先配当決定基準日」という。)におい

て、午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート(日本円ＴＩＢＯＲ)とし

て全国銀行協会によって公表される数値の平均値を指すものとし、優先配当決定基準日に日本円６ヶ月物トーキョ

ー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない場合、当該平均値の算出にあたっては、同日(当日が銀

行休業日の場合は前営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レ

ート(ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物(360日ベース))として英国銀行協会によって公表される数値またはこれに準ずる

ものと認められるものを用いる。 

  ② 優先中間配当金 

なし 

  ③ 累積条項 

非累積型 

  ④ 参加条項 

非参加型 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 510,000,000

優先株式 30,000,000

計 540,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 128,075,884 128,075,884
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

第１回優先株式 10,000,000 10,000,000 ― (注) 

第２回優先株式 17,500,000 17,500,000 ― (注) 

計 155,575,884 155,575,884 ― ― 



 (2) 残余財産の分配 

普通株式に先立ち、１株につき400円を支払う。それ以外の残余財産の分配は行なわない。 

 (3) 議決権 

議決権を有しない。 

 (4) 買受及び消却 

平成19年４月１日以降、いつでも優先株式を買い受け、これを株主に配当すべき利益をもって当該買受価額により消却

することができる。 

 (5) 償還請求権 

平成21年から平成25年までの毎年７月１日以降７月31日までの間(以下「償還請求期間」という。)において、当該請求

がなされた事業年度の前事業年度における配当可能利益の２分の１の額を限度として、その保有する優先株式の一部ま

たは全部の償還を請求することができる。償還請求期間満了の日から１ヶ月以内に償還手続を終了させるものとし、償

還の対価として優先株式１株につき発行価額相当額(400円)を支払うものとする。なお、償還請求の総額が、上記の償

還のための限度額を超える場合は、各償還請求額の割合に応じ、これを償還する。 

 (6) 転換予約権 

① 転換請求期間  平成19年４月１日から平成26年３月31日 

② 転換の条件 

イ 転換価額 

転換価額は、転換請求期間到来後、転換請求により転換の効力が発生した日(以下「転換請求日」という。)におい

て、次のうちいずれか高い方の価額とする。 

１ 180円(以下「下限転換価額」という。) 

２ 転換請求日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の終値

(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く)。(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切

り上げる。)ただし、上限は第１回優先株式においては500円とし、第２回優先株式においては400円(以下「上限

転換価額」という。)とする。 

ロ 転換価額の調整 

１ 優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式(以下「転換価額調整式」とい

う。)により調整する。 
  

  
(a) 転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、払

込期日の翌日以降、また募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(b) 株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日の翌日以

降、これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組入れられることを条件としてその部分をもって株式

の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする

株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合は、調整後の転換価額は、当該配当

可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

(c) 転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換できる証券を発行する場合、調整後の転

換価額は、その証券の発行日に、また募集のための株主割当日がある場合はその日の終りに、発行される証券

の総額が転換されたものとみなし、その発行日の翌日以降または割当日の翌日以降、これを適用する。 

(d) 転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式の新株を引受ける権利を付与された証券を発行

する場合、調整後の転換価額は、その証券の発行日に、また募集のための株主割当日がある場合はその終り

に、その証券に付与された普通株式の新株を引受ける権利の全部が行使されたものとみなし、その発行日の翌

日以降または割当日の翌日以降、これを適用する。 

２ 前記１に掲げる場合のほか、合併、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要とする場合

には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。 

３ 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する日の前日において有効な転換価額と

し、また、転換価額調整式に使用する既発行の普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当

日がない場合は調整後の転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済の普通株式数とする。 

        既発行の
普通株式数

＋
新規発行の普通株式数×１株当たりの払込金額   

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

× 
時価   

既発行の普通株式数＋新規発行の普通株式数 



４ 転換価額調整式に使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、前記１(b)ただし書に示される株式

の分割を行なう場合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における普

通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

５ 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。 

ハ 転換により発行すべき普通株式数 

転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 
  

  
発行すべき株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

ニ 転換により発行する株式の内容 

普通株式とする。 

ホ 転換請求受付場所  中央三井信託銀行株式会社 本店 

ヘ 転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書及び優先株券が前記ホに記載する転換請求受付場所に到着したときに発生する。 

 (7) 普通株式への一斉転換 

転換請求期間に転換請求のなかった優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「一斉転換日」という。)をもって、優先株

式の１株の発行価額相当額を一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎日の数値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。)で除して得られる数の普通株

式となる。ただし、当該平均値が上限転換価額を上回るときは、優先株式の１株の発行価額相当額を当該上限転換価額

で除して得られる数の普通株式となる。また、下限転換価額を下回るときは、本優先株式の１株の発行価額相当額を当

該下限転換価額で除して得られる数の普通株式となる。前記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じ

たときは商法に定める一株に満たない端数に関する処理に準じてこれを取扱う。 

 (8) 新株引受権等 

① 優先株式について株式の併合または分割は行なわない。 

② 優先株主に対して、新株の引受権または新株予約権若しくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

 (9) 期中転換または一斉転換があった場合の取扱い 

優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金については、転換の請求または一斉転換が４月１

日から９月30日までになされたときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日にそれぞ

れ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

  

転換により発行すべき 
普通株式数 

＝
優先株主が転換請求のために提出した優先株式の発行価額総額 

転換価額 



(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成14年４月１日を合併期日として、連結子会社であるいわき電子株式会社を吸収合併したことによります。 

２ 第三者割当による新株式発行に伴う増加であり、概要は以下のとおりであります。 

① 普通株式 

割当先および割当株数：オー・シー・エム・エフディーケイ・ホールディングス・フォー・エルエルシー 

普通株式 27,000千株 

オー・シー・エム・エフディーケイ・ホールディングス・フォービー・エルエルシー 

普通株式 18,000千株 

発行価格      ：180円 

資本組入額     ： 90円 

② 優先株式 

割当先および割当株数：富士通株式会社  第１回優先株式 10,000千株 

発行価格      ：400円 

資本組入額     ：200円 

３ 第三者割当による新株式発行に伴う増加であり、概要は以下のとおりであります。 

① 優先株式 

割当先および割当株数：富士通株式会社  第２回優先株式 17,500千株 

発行価格      ：400円 

資本組入額     ：200円 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 
     (注)１ 

― 83,075 ― 13,206 2 7,585

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 
     (注)２ 

55,000 138,075 6,050 19,256 6,050 13,635

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
     (注)３ 

17,500 155,575 3,500 22,756 3,500 17,135



(4) 【所有者別状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式122,222株のうち122単元は「個人その他」欄に、222株は「単元未満株式の状況」欄に含まれております。な

お、自己株式122,222株は株主名簿上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有高は121,222株であります。 

２ 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、11単元含まれております。 

  

② 第１回優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

③ 第２回優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 35 57 140 41 6 11,681 11,960 ―

所有株式数 
(単元) 

― 11,260 5,911 56,016 4,559 33 49,705 127,484 591,884

所有株式数 
の割合(％) 

― 8.83 4.64 43.94 3.58 0.03 38.98 100.00 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 10,000 ― ― ― 10,000 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 17,500 ― ― ― 17,500 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社(信託口)および日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数は、信託業務に係るものであります。 

  

② 第１回優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

③ 第２回優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目
１番１号 

50,667 39.56

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目
２番10号 

5,931 4.63

富士電機ホールディングス 
株式会社 

神奈川県川崎市川崎区田辺新田１番１号 3,015 2.35

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,787 1.39

松井証券株式会社(一般信用口) 東京都千代田区麹町１丁目４ 1,354 1.05

ビー・エヌ・ピー・パリバ・ 
セキュリティーズ(ジャパン) 
リミテッド 
(ビーエヌピーパリバ証券会社) 

東京都千代田区大手町１丁目７番２号 1,045 0.81

ゴールドマン・サックス・ 
インターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・ 
サックス証券会社東京支店) 

英国：ロンドン市 
(常任代理人 東京都港区六本木 
６丁目10番１号) 

731 0.57

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
(信託口) 

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 730 0.56

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 723 0.56

バークレイズ バンク ピーエ
ルシー バークレイズキャピタ
ル セキュリティーズ エスビ
ーエル ピービーアカウント 
(常任代理人 スタンダード 
チャータード銀行) 

英国：ロンドン市 
(常任代理人 東京都千代田区永田町 
２丁目11―１) 

415 0.32

計 ― 66,398 51.84

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目
１番１号 

10,000 100.00

計 ― 10,000 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目
１番１号 

17,500 100.00

計 ― 17,500 100.00



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権11個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式222株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。なお、当該株式

は上記「① 発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含まれております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 
優先株式 

27,500,000
―

優先株式の内容は、「１ 株式等の状
況」の「(1) 株式の総数等」の「②
発行済株式数」の注記に記載してお
ります。 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 121,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

127,363,000
127,363 ― 

単元未満株式 普通株式 591,884 ― ― 

発行済株式総数 155,575,884 ― ― 

総株主の議決権 ― 127,363 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数の
合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ＦＤＫ株式会社 

東京都港区新橋五丁目36番
11号 

121,000 ― 121,000 0.1

計 ― 121,000 ― 121,000 0.1



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、企業体質の強化を図りつつ、安定した配当を継続して行なうことを基本方針としております。 

しかし、当期の配当につきましては損失計上のやむなきに至りましたので無配といたしました。今後につきまして

は、業績回復に努め、早期に復配できますよう全力を傾注いたします。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。 

  

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 854 367 415 438 292

最低(円) 230 86 130 185 157

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 284 271 264 278 248 275

最低(円) 245 241 243 213 181 189



 ５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 社長 杉 本 俊 春 昭和22年３月９日生

昭和44年４月 当社へ入社

20

平成７年７月 当社事業企画推進室長就任 
 〃 ９年６月 当社取締役就任

 〃 12年４月 当社常務取締役就任

 〃 13年４月 当社専務取締役就任

 〃 14年６月 当社取締役就任

  当社執行役員専務就任

 〃 15年６月 当社代表取締役専務就任

 〃 16年４月 当社代表取締役社長就任(現任) 

取締役 執行役員専務 樽 井 保 夫 昭和21年２月４日生

昭和43年４月 当社へ入社

5

平成５年２月 当社電子事業本部事業管理部長就

任 
 〃 ５年６月 いわき電子㈱取締役就任

 〃 10年６月 同社常務取締役就任

 〃 14年６月 当社執行役員就任

 〃 14年10月 当社ハイブリッドモジュール事業

部長就任 
 〃 16年４月 当社執行役員常務就任

  当社電子営業本部長就任

 〃 16年６月 当社取締役就任(現任)

 〃 17年２月 当社モジュールシステム事業本部

長就任 
 〃 18年４月 当社執行役員専務就任(現任) 

当社電子事業本部長就任(現任) 

取締役   土 川 春 穂 昭和23年２月24日生
昭和45年４月 富士通㈱へ入社

―平成15年６月 ㈱富士通研究所取締役就任(現任) 
 〃 16年６月 当社取締役(現任)

取締役 執行役員常務 鎌 田   彰 昭和23年２月16日生

昭和45年４月 当社へ入社

2

平成３年３月 当社電子事業本部電源事業部技術

部長就任 
 〃 14年６月 当社執行役員就任

 〃 14年10月 当社パワーシステム事業部長就任 
 〃 16年７月 XIAMEN FDK CORPORATION董事長就

任(現任) 
 〃 17年２月 当社モジュールシステム事業本部

副本部長就任 
 〃 18年４月 当社執行役員常務就任(現任) 

  当社電子事業本部副本部長就任

(現任) 
 〃 18年６月 当社取締役就任(現任)

常勤監査役   白 木 正 志 昭和15年９月25日生

昭和34年４月 富士通信機製造㈱(現富士通㈱)へ

入社 

3
平成９年６月 富士通サポートアンドサービス㈱

取締役就任 
 〃 14年６月 同社常勤監査役就任

 〃 16年６月 当社常勤監査役就任(現任) 

常勤監査役   大 木 義 次 昭和21年７月27日生

昭和44年４月 当社へ入社

15

平成12年４月 当社ビジネスサポート本部長代理

就任 
 〃 13年４月 当社経営企画本部長付就任 
 〃 13年６月 当社常勤監査役就任(現任) 



  

(注) １ 取締役土川春穂氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役白木正志、加藤和彦の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、経営の監督機能と業務執行機能を明確にして、意思決定の迅速化を図るために執行役員制を導入しておりま

す。 

 (執行役員一覧) 

杉本俊春  社長       

樽井保夫  執行役員専務  電子事業本部長、生産革新担当 

鎌田 彰  執行役員常務  電子事業副本部長、品質保証担当 

崎浦 聡  執行役員常務  電子事業副本部長 

鈴木能之  執行役員常務  電子営業本部長 

陸川 弘  執行役員    技術開発本部長、環境技術・キャパシタ事業推進担当 

雨宮 究  執行役員    電池営業本部長 

川﨑健司  執行役員    企画戦略室長、財務経理担当 

辻 敏夫  執行役員    電子事業本部長代理兼小型モジュール事業部長 

渡辺澄男  執行役員    電子事業本部モジュールシステム事業部長 

須藤純司  執行役員    総務人事部長、情報システム・監査担当 

佐々木秀之 執行役員    購買統括部長 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役   石 橋 鉄之介 昭和13年12月26日生 

昭和37年４月 富士電機製造㈱(現富士電機ホー

ルディングス㈱)へ入社 

― 

平成３年６月 同社取締役就任 

 〃 ５年６月 同社常務取締役就任 

 〃 ９年６月 同社専務取締役就任 

 〃 10年６月 同社代表取締役 取締役副社長就

任 

  当社取締役就任 

 〃 11年６月 富士電機㈱(現富士電機ホールデ

ィングス㈱)代表取締役 兼 執行

役員副社長就任 

 〃 13年６月 当社監査役就任(現任) 

 〃 15年10月 富士電機ホールディングス㈱代表

取締役 取締役副社長就任 

 〃 17年６月 同社特別顧問就任(現任) 

監査役   加 藤 和 彦 昭和26年11月13日生 

昭和51年４月 富士通㈱へ入社 

― 

平成13年６月 同社取締役就任 

 〃 14年６月 同社執行役就任 

 〃 15年４月 同社経営執行役就任 

 〃 16年６月 当社監査役就任(現任) 

        
 〃 18年６月 富士通㈱経営執行役常務就任(現

任) 
  

計 47



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社グループは、コーポレート・ガバナンスを充実することが、企業の健全性、透明性の向上と株主価値の向上

につながるものと考えており、必要に応じて経営体制の見直し、組織の整備、必要な施策を実施しております。ま

た、経営内容の迅速な情報開示に努めるとともにインターネットを通じて財務情報の提供を行なうなど幅広い情報

開示を図り公正性と透明性を高めることにも努めております。 

  

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社は、経営の監督と業務執行を分離した事業運営を図っており、平成14年６月より執行役員制度を導入して

おります。現在、取締役会は取締役４名で構成され、迅速に経営判断できるよう少人数で経営しております。取

締役会は、原則毎月１回開催しており、経営に関する重要事項を決定するとともに業績の進捗状況についても議

論し対策等を検討しております。執行役員体制は、取締役兼務執行役員３名と執行役員９名で構成されておりま

す。 

業務執行に関する意思決定は、毎月１回開催する経営会議で行なっております。特に重要な経営課題について

は取締役会での決定を必要とするため、経営会議は原則取締役会の前週に開催し、迅速な意思決定を図っており

ます。 

監査役は４名で、うち２名が会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。監査役は、取締役会、

経営会議、その他の委員会などに出席するほか、取締役などから営業の報告を聴取するなど、取締役の職務執行

を充分に監視することで、コンプライアンスの徹底を図っております。また、監査役会は原則３ヶ月に１度開催

されており、各監査役の監査状況等の報告が行なわれております。なお、監査役の専任スタッフは１名でありま

す。 

また、会計監査人および監査役・監査部とは、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行なうなどの連携を密

にして、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。 

当社は、商法に基づく会計監査人および証券取引法に基づく会計監査に新日本監査法人を起用しております

が、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はございま

せん。なお、コンプライアンス経営の推進や経営問題などの対処のため、３弁護士事務所と顧問契約を締結して

おります。 

  



(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役１名および社外監査役２名は、当社の筆頭株主であります富士通株式会社の出身であり、同社には

当社の製品の販売および資金の借り入れを行なっております。 

  

なお、経営上の意思決定、執行および監督にかかる経営管理組織その他コーポレート・ガバナンスの体制は次

のとおりであります。 

  

 

  

(3) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

  

(注) １ 社外取締役１名および監査役２名(うち社外監査役１名)は無報酬でありますので上記には含めておりません。 

  

  取締役 社内監査役 社外監査役 計 

  
支給人員 
(名) 

支給額 
(百万円)

支給人員
(名) 

支給額
(百万円)

支給人員
(名) 

支給額
(百万円)

支給人員 
(名) 

支給額
(百万円)

定款又は株主総会 
決議に基づく報酬 

4 75 1 15 1 15 6 106

株主総会決議に基づく 
退職慰労金 

― ― ― ― ― ― ― ―

計 ― 75 ― 15 ― 15 ― 106



(4) 監査報酬の内容 

当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  28百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(5) 会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数 

※ 同監査法人は、公認会計士法上の規則開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務執行社員の交

替制度を導入しております。神谷和彦氏は同法人において策定された交替計画に基づいて平成19年３月期会計期間をも

って交替する予定となっておりましたが、同法人の交替規程改訂により、前倒しで平成18年３月期会計期間をもって交

替する予定となっております。また、荒田和人氏は平成18年３月期会計期間をもって交替する予定となっております。

  

監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ６名  会計士補 ４名 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 
業務執行社員 

神 谷 和 彦 
新日本監査法人

17年 ※ 

荒 田 和 人 ８年 ※ 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び第76期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで)及び第77期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いて、新日本監査法人の監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   9,894 7,598 

２ 受取手形及び売掛金   24,040 30,653 

３ たな卸資産   7,991 9,252 

４ 繰延税金資産   82 161 

５ その他 ※５   3,791 2,895 

  貸倒引当金   △121 △45 

流動資産合計   45,678 64.0 50,516 65.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 
※２ 
※３ 

    

(1) 建物及び構築物   9,086 8,624 

(2) 機械装置及び運搬具   7,263 7,416 

(3) 工具器具及び備品   1,993 2,234 

(4) 土地   4,393 4,471 

(5) 建設仮勘定   58 195 

有形固定資産合計   22,796 31.9 22,943 29.9

２ 無形固定資産 ※４   724 1.0 695 1.0

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※１   120 238 

(2) 長期貸付金   22 11 

(3) 繰延税金資産   230 109 

(4) その他 ※１   1,865 2,168 

  貸倒引当金   △70 △66 

投資その他の資産合計   2,167 3.1 2,462 3.2

固定資産合計   25,687 36.0 26,100 34.1

資産合計   71,366 100.0 76,616 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金   21,364 28,986 

２ 短期借入金   29,915 28,158 

３ １年内返済長期借入金 ※３   7,505 1,444 

４ 未払金   1,618 1,658 

５ 未払法人税等   452 292 

６ 繰延税金負債   5 ― 

７ その他 ※５   1,601 2,676 

流動負債合計   62,464 87.5 63,217 82.5

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※３   2,306 1,162 

２ 退職給付引当金   4,723 5,213 

３ 役員退職給与引当金   25 23 

４ 繰延税金負債   11 14 

５ その他 ※４   66 86 

固定負債合計   7,133 10.0 6,500 8.5

負債合計   69,598 97.5 69,718 91.0

(少数株主持分)     

少数株主持分   533 0.8 558 0.7

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※７   19,256 27.0 22,756 29.7

Ⅱ 資本剰余金   13,635 19.1 17,167 22.4

Ⅲ 利益剰余金   △29,893 △41.9 △33,145 △43.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金   16 0.0 22 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定   △1,759 △2.5 △435 △0.5

Ⅵ 自己株式 ※７   △21 △0.0 △25 △0.0

資本合計   1,234 1.7 6,339 8.3

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  71,366 100.0 76,616 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  100,441 100.0 118,109 100.0

Ⅱ 売上原価  87,861 87.5 106,271 90.0

売上総利益  12,579 12.5 11,838 10.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 11,037 11.0 10,870 9.2

営業利益  1,542 1.5 967 0.8

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 50 53    

２ 持分法による投資利益 22 39    

３ 為替差益 97 940    

４ その他 557 728 0.7 443 1,476 1.3

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 721 641    

２ たな卸資産償却費 195 400    

３ 固定資産除却損 114 336    

４ 退職給付積立不足等 
償却額 

1,278 1,278    

５ その他 418 2,727 2.7 312 2,968 2.5

経常損失  456 0.5 524 0.4

Ⅵ 特別利益     

１ 土地売却益 165 165 0.2 185 185 0.2

Ⅶ 特別損失     

１ 減損損失 ※３ ― 1,167    

２ 事業撤退損失 ※４ ― 313    

３ 関係会社清算関連費用 ※５ ― 297    

４ 関係会社株式評価損 ― 223    

５ 製品不具合対策費用 ※６ 893 ―    

６ 損害賠償金 365 ―    

７ 有形固定資産除却損 ※７ 171 ―    

８ その他 ― 1,430 1.4 161 2,163 1.9

税金等調整前当期純損失  1,721 1.7 2,502 2.1

法人税、住民税 
及び事業税 

853 754    

法人税等調整額 28 881 0.9 45 800 0.7

少数株主利益  110 0.1 24 0.0

当期純損失  2,713 2.7 3,326 2.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   13,635 13,635

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 増資による新株の発行   ― 3,500  

２ その他 ※１ ― ― 32 3,532

Ⅲ 資本剰余金期末残高   13,635 17,167

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △27,023 △29,893

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 在外子会社の会計通貨 
  変更による利益剰余金の 
  増加高 

  ― 74  

２ 連結子会社増加による 
  利益剰余金の増加高 

  68 68 ― 74

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 当期純損失   2,713 3,326  

２ 連結子会社の連結会計 
  期間の変更に伴う利益 
  剰余金の減少高 

  223 2,937 ― 3,326

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △29,893 △33,145

     



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
１ 税金等調整前当期純損失(△)   △1,721 △2,502 

２ 減価償却費   3,751 3,463 

３ 減損損失   ― 1,167 

４ 連結調整勘定償却額   94 6 

５ 退職給付引当金の増加額   725 490 

６ 役員退職給与引当金の減少額   △93 △2 

７ 貸倒引当金の増減額   23 △85 

８ 受取利息及び受取配当金   △66 △75 

９ 支払利息   721 641 

10 為替差益   △75 △981 

11 持分法による投資利益   △22 △39 

12 有形固定資産売却益   △185 △188 

13 有形固定資産除却損   171 394 

14 事業撤退損失   ― 313 

15 関係会社清算関連費用   ― 297 

16 関係会社株式評価損   ― 223 

17 損害賠償金   365 ― 

18 売上債権の増減額   4,604 △4,954 

19 たな卸資産の増減額   891 △815 

20 仕入債務の増減額   △3,401 5,657 

21 未払費用の増減額   ― 627 

22 未払消費税等の増減額   △29 ― 
23 その他   △795 1,170 

小計   4,958 4,809 

24 利息及び配当金の受取額   66 75 
25 利息の支払額   △731 △657 

26 損害賠償金の支払額   △286 △78 
27 法人税等の支払額   △752 △795 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,254 3,352 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
１ 定期預金の預入による支出   △15 △15 

２ 定期預金の払戻による収入   12 12 

３ 有形固定資産の取得による支出   △2,934 △3,415 

４ 有形固定資産の売却による収入   373 309 

５ 無形固定資産の取得による支出   △54 △27 

６ 関係会社出資金の取得による支出   △427 △50 

７ 投資有価証券の取得による支出   △3 △2 

８ 投資有価証券の売却による収入   6 ― 

９ 関係会社株式の取得による支出   ― △328 
10 その他   8 9 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,034 △3,509 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
１ 短期借入金の純増減額   7,527 △2,923 

２ 長期借入れによる収入   646 ― 

３ 長期借入金の返済による支出   △8,559 △6,727 

４ 新株発行による収入   ― 7,000 

５ 自己株式の取得による支出   △5 △4 

６ 少数株主への配当金の支払額   △70 △14 
７ その他   ― 32 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △462 △2,636 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   96 493 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △145 △2,299 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   9,097 9,876 
Ⅶ 連結子会社の連結会計期間の変更に伴う 
  現金及び現金同等物の増加高 

  440 ― 

Ⅷ 新規連結に伴う現金同等物の増加高   660 ― 

Ⅸ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少高   △176 ― 

Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高   9,876 7,576 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項     

 (1) 連結子会社 17社 連結子会社は、「第１ 企業の

概況」の４ 関係会社の状況に記載し

ているため省略しております。 

16社 連結子会社は、「第１ 企業の

概況」の４ 関係会社の状況に記載し

ているため省略しております。 

   前連結会計年度において非連結子会

社であったFDK HONG KONG LTD.および

FDK ELECTRONICS GMBHは、重要性が増

したことにより当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。 

 また、前連結会計年度において連結

子 会 社 で あ っ た NANJING  FDK 

CORPORATIONは、平成16年12月１日付

で中国企業と合併したことに伴う出資

(議決権)比率の低下により、当連結会

計年度より連結の範囲から除外し、新

会社NANJING  JINNING  SANHUAN  FDK 

CO.,LTD.として持分法適用関連会社と

しました。 

 前連結会計年度において連結子会社

であったFDK販売株式会社は、平成17

年４月１日付で吸収合併しました。 

 (2) 非連結子会社  ㈱富士電化環境センター他３社(非

連結子会社の総資産、売上高、当期純

損益および利益剰余金(持分に見合う

額)等はいずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりません。) 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

１社 NANJING JINNING SANHUAN FDK 

CO.,LTD. 

持分法を適用していない非連結子会社

４社および関連会社１社は、それぞれ

連結純損益および連結剰余金に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、これらの会社に対

する投資については、持分法を適用せ

ず原価法によっております。 

１社 NANJING JINNING SANHUAN FDK 

CO.,LTD. 

持分法を適用していない非連結子会社

(㈱富士電化環境センター他３社)は、

それぞれ連結純損益および連結剰余金

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、これらの

会社に対する投資については、持分法

を適用せず原価法によっております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社は、FUCHI  ELECTRONICS 

CO.,LTD.、PT FDK INDONESIA、XIAMEN 

FDK  CORPORATION、SHANGHAI  FDK 

CORPORATION、SUZHOU FDK CO.,LTD.お

よびFDK TATUNG(THAILAND)CO.,LTD.を

除き連結財務諸表提出会社の事業年度

と同一であります。 

なお、上記６社の決算日は12月31日で

ありますが、連結決算日３月31日現在

で実施した決算に準じた仮決算に基づ

く財務諸表を基礎として連結を行なっ

ております。 

(会計処理方法の変更) 

従来、連結決算日の異なる在外連結子

会社６社につきましては連結決算日と

の差異が３ヶ月以内であるため当該連

結子会社の財務諸表を基礎として連結

を行なっておりましたが、重要性が増

したことに伴い、連結財務情報開示の

一層の適正化を図るために、当連結会

計年度より連結決算日現在で実施した

本決算に準じた仮決算に基づく財務諸

表で連結する方法に変更いたしまし

た。 

連結子会社は、FUCHI  ELECTRONICS 

CO.,LTD.、PT FDK INDONESIA、XIAMEN 

FDK  CORPORATION、SHANGHAI  FDK 

CORPORATION、SUZHOU FDK CO.,LTD.お

よびFDK TATUNG(THAILAND)CO.,LTD.を

除き連結財務諸表提出会社の事業年度

と同一であります。 

なお、上記６社の決算日は12月31日で

ありますが、連結決算日３月31日現在

で実施した決算に準じた仮決算に基づ

く財務諸表を基礎として連結を行なっ

ております。 

  

４ 会計処理基準に関する事

項 

連結子会社が採用する会計処理基準と

連結財務諸表提出会社が採用する会計

処理基準とは、おおむね同一であり、

次の通りであります。但し、在外連結

子会社が採用する会計処理基準の一部

は、当該国の会計処理基準に準拠して

おります。 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

    

 (イ)有価証券     

   その他有価証券 時価のあるもの 

……期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定しておりま

す。) 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 (ロ)デリバティブ 時価法 同左 

 (ハ)たな卸資産 主として、総平均法による原価法を採

用しております。但し、一部の連結子

会社は商品、原材料および貯蔵品につ

いて、移動平均法または先入先出法に

よる原価法を採用しております。 

主として、総平均法による原価法を採

用しております。但し、一部の連結子

会社は商品、製品、原材料および貯蔵

品について、移動平均法または先入先

出法による原価法を採用しておりま

す。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

有形固定資産の減価償却方法は、主と

して定率法によっております。ただ

し、一部の在外連結子会社について

は、定額法によっております。 

なお、国内法人が平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ３～16年 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 (イ)貸倒引当金 

  

主として期末債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権については、貸

倒実績率による計算額を、貸倒懸念債

権等については、個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

同左 

 (ロ)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基準変更時差

異は、10年による按分額を費用処理し

ております。また、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

なお、会計基準変更時差異は、10年に

よる按分額を費用処理しております。

また、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により費用処理し

ており、数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

 (ハ)役員退職給与引当金 役員の退職金の支出に備えるため、役

員退職金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

役員の退職金の支出に備えるため、役

員退職金規程に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。な

お、在外連結子会社の資産および負債

は連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益および費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分および資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社の資産およ

び負債は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益および費用

は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分および資本の

部における為替換算調整勘定に含めて

おります。 

(5) 重要なリース取引の処理

方法 

主としてリース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  市場相場変動に伴うリスクがある

債権または債務をヘッジ対象とし

て、為替予約、金利スワップ等の

デリバティブ取引をヘッジ手段と

して用いております。 

③ ヘッジ方針 

  市場相場変動に伴うリスクのヘッ

ジを目的として、実需に基づく債

権または債務を対象にデリバティ

ブ取引を行なっており、連結財務

諸表提出会社が定めたデリバティ

ブ取引に関する管理規程に準じて

取引を行ない、ヘッジの有効性の

判定を含めたリスク管理を実施し

ております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

③ ヘッジ方針 

同左 

(7) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、原則

として発生日より５年間で均等償却し

ております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱に

関する事項 

連結会計期間において確定した利益処

分または損失処理を基礎として作成し

ております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



(表示方法の変更) 
  

  

(追加情報) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

１ 前連結会計年度において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「未

払費用の増減額」は、重要性が増したため区分掲記

いたしました。なお、前連結会計年度の営業活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含まれる

「未払費用の増減額」は△454百万円であります。 

  ２ 前連結会計年度において区分掲記していた営業活動

によるキャッシュ・フローの「未払消費税等の増減

額」は、重要性が減少したため当連結会計年度にお

いては営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。なお、当連結会計

年度の営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含まれる「未払消費税等の増減額」は16百万

円であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

外形標準課税制度 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が165百万円増加し、

営業利益は165百万円減少し、経常損失及び税金等調整

前当期純損失が165百万円増加しております。 

――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社および関連会社に対する株式および

出資金の額は次のとおりであります。 

株式 40百万円

出資金 1,294百万円

※１ 非連結子会社および関連会社に対する株式および

出資金の額は次のとおりであります。 

株式 145百万円

出資金 1,575百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は40,372百万円で

あります。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は41,389百万円で

あります。 

※３ 有形固定資産のうち下記のものは、借入金の担保

に提供しております。 

  

科目 
金額 

(百万円) 
被担保借入金 
(百万円) 

工場財団   

  

建物及び 
構築物 

3,963 
長期借入金 
(一年内返済
予定分を含
む) 

機械装置 
及び運搬具 

339 1,929

土地 2,945 

合計 7,248 合計 1,929

※３ 有形固定資産のうち下記のものは、借入金の担保

に提供しております。 

  

科目
金額
(百万円) 

被担保借入金 
(百万円) 

工場財団   

建物及び
構築物 

3,712
長期借入金 
(一年内返済
予定分を含
む) 

  

機械装置
及び運搬具

251 589 

土地 2,945   

合計 6,909 合計 589 

※４ 無形固定資産には連結調整勘定１百万円が含まれ

ております。 

※４ 固定負債の「その他」には連結調整勘定５百万円

が含まれております。 

※５ 未払消費税等は、流動負債の「その他」に、未収

消費税等は流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。 

※５ 未払消費税等は、流動負債の「その他」に、未収

消費税等は流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。 

 ６ 保証債務 

   従業員および関連会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行なっております。 

従業員 549百万円

NANJING JINNING SANHUAN FDK CO.,LTD. 129百万円

計 679百万円

 ６ 保証債務 

   従業員の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行なっております。 

従業員 457百万円

※７ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

   なお、連結財務諸表提出会社の発行済株式総数

は、普 通 株 式 128,075,884 株、優 先 株 式

10,000,000株であります。 

普通株式 102,907株

※７ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

   なお、連結財務諸表提出会社の発行済株式総数

は、普 通 株 式 128,075,884 株、優 先 株 式

27,500,000株であります。 

普通株式 121,222株



(連結損益計算書関係) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

以下のとおりであります。 

勘定科目   

運送費・梱包費   1,337百万円

従業員給料・諸手当   3,162百万円

退職給付費用   299百万円

研究開発費   1,160百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は

以下のとおりであります。 

勘定科目  

運送費・梱包費 1,360百万円

従業員給料・諸手当 3,539百万円

退職給付費用 264百万円

研究開発費 1,130百万円

※２ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開 

 発費の総額 1,160百万円

※２ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開 

発費の総額 1,130百万円

――――― ※３ 減損損失 

   当社グループは、当連結会計年度において以下の

資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。 

   当社グループは、当該事業が製品の製造目的で専

有使用する資産を概ね独立してキャッシュ・フロ

ーを生み出す単位としてグループ化いたしまし

た。 

   光部品事業については、国内外の市場での需要低

迷および売値低下の継続により、今後も経常的に

損失が予想され、営業活動から生じる割引前将来

キャッシュ・フローの見積額がマイナスとなるた

め、同製品を製造する湖西工場およびFDK LANKA

において同事業が専有使用する資産グループにつ

いて回収可能価額をゼロとし帳簿価額全額を減損

損失1,076百万円として認識いたしました。減損

損失の内訳は建物及び構築物637百万円、機械装

置及び運搬具228百万円、工具器具及び備品210百

万円であります。 

   また、マイクロコンバータ事業については、携帯

電話市場での競争激化により、売値が大幅に下落

し、今後も経常的に損失が予想され、営業活動か

ら生じる割引前将来キャッシュ・フローの見積額

がマイナスとなるため、同製品を製造するいわき

工場において同事業が専有使用する資産グループ

について回収可能価額をゼロとし帳簿価額全額を

減損損失90百万円として認識いたしました。減損

損失の内訳は、機械装置及び運搬具40百万円、工

具器具及び備品12百万円、リース資産38百万円で

あります。 

  場所 用途 種類 

光部品事業

湖西工場
(静岡県湖西市)
FDK LANKA 
(スリランカ) 

光通信用部品
製造設備 

建物及び構築物、
機械装置及び運搬
具、工具器具及び
備品 

マイクロコ
ンバータ事
業 

いわき工場
(福島県いわき
市) 

マイクロコン
バータ 
製造設備 

機械装置及び運搬
具、工具器具及び
備品、リース資産 



  

  

(連結剰余金計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― ※４ 事業撤退損失 

・たな卸資産処分損 275百万円

・有形固定資産除却損  

 建物及び構築物 0百万円

 機械装置及び運搬具 3百万円

 工具器具及び備品 33百万円

計 313百万円

――――― ※５ 関係会社清算関連費用 

清算予定の連結子会社である FDK  TATUNG 

(THAILAND) CO.,LTD.において、当連結会計年度

に発生した清算に伴う損失(固定資産廃棄関連損

失140百万円、たな卸資産処分損95百万円他)であ

ります。 

※６ 製品不具合対策費用 

 ・たな卸資産処分損 584百万円

 ・検査修理費 174百万円

 ・運送費 134百万円

  計 893百万円

――――― 

※７ 有形固定資産除却損 

 ・建物及び構築物 171百万円

  計 171百万円

――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― ※１ 一部の在外連結子会社において、債権者によって

免除された債務を当該国の会計処理基準に基づき

処理したことによるものです。 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 9,894百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △17百万円

現金及び現金同等物 9,876百万円

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 7,598百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △21百万円

現金及び現金同等物 7,576百万円

(2) 重要な非資金取引の内容 

 ① 当連結会計年度に重要性が増したことにより新た

に連結子会社となったFDK HONG KONG LTD.および

FDK ELECTRONICS GMBHの資産及び負債の主な内訳

は次のとおりであります。 

  

資産の部 

負債の部 

流動資産 2,032百万円

固定資産 4百万円

  計 2,037百万円

流動負債 1,902百万円

  

――――― 

 ② 当連結会計年度に中国企業と合併したことに伴う

出資(議決権)比率の低下により連結子会社から持

分法適用関連会社に異動した NANJING  FDK 

CORPORATIONの資産および負債の主な内訳は次の

とおりであります。 

な お、NANJING  FDK  CORPORATION は NANJING 

JINNING SANHUAN FDK CO.,LTD.に社名変更してお

ります。 

  

資産の部 

負債の部 

  

流動資産 1,558百万円

固定資産 1,825百万円

  計 3,383百万円

流動負債 1,304百万円

固定負債 274百万円

  計 1,578百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。 

    
機械装置 
及び運搬具 

  
工具器具 
及び備品 

  計 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

  1,163  1,000  2,163

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

  568  729  1,297

期末残高 
相当額 
(百万円) 

  595  271  866

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。 

機械装置
及び運搬具

工具器具 
及び備品 

  計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

907 360  1,267

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

533 197  730

減損損失累
計額相当額 
(百万円) 

38 ―  38

期末残高
相当額 
(百万円) 

335 162  498

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。 

１年内 417百万円

１年超 449百万円

合計 866百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。 

  １年内 238百万円

  １年超 260百万円

  合計 498百万円

リース資産減損勘定の残高 32百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 591百万円

減価償却費相当額 591百万円

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 438百万円

リース資産減損勘定の取崩額 6百万円

減価償却費相当額 432百万円

減損損失 38百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

  

    
取得原価 

(百万円) 
  
連結貸借対照表

計上額 
(百万円) 

差額 

(百万円) 

 ①株式 22  50  27
 ②債券        
   国債・ 
   地方債等 

―  ―  ―

   社債   ―  ―  ―
   その他   ―  ―  ―
 ③その他   ―  ―  ―

  小計   22  50  27

 ①株式 2  1  △0
 ②債券        
   国債・ 
   地方債等 

―  ―  ―

   社債   ―  ―  ―
   その他   ―  ―  ―
 ③その他   ―  ―  ―

  小計   2  1  △0

  合計   24  51  27

その他有価証券  
 非上場株式 27百万円



当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

    
取得原価 

(百万円) 
  
連結貸借対照表

計上額 
(百万円) 

差額 

(百万円) 

 ①株式 27  65  38
 ②債券        
   国債・ 
   地方債等 

―  ―  ―

   社債   ―  ―  ―
   その他   ―  ―  ―
 ③その他   ―  ―  ―

  小計   27  65  38

 ①株式 0  0  △0
 ②債券        
   国債・ 
   地方債等 

―  ―  ―

   社債   ―  ―  ―
   その他   ―  ―  ―
 ③その他   ―  ―  ―

  小計   0  0  △0

  合計   27  65  38

その他有価証券  
 非上場株式 27百万円



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

当社グループは、通常の外貨建営業取引に係わる輸出実績等をふまえ、外貨建営業債権債務等に係わる将来の為替

相場の変動による機会リスクを回避する目的で、外貨建営業債権債務の残高の範囲内で、為替予約取引および通貨オ

プション取引を行なっております。その他に金利スワップ取引を行なっており、変動金利支払の借入金について、借

入金利の固定化を目的として利用しております。デリバティブ取引については、実需のみに限定し、投機目的や短期

的な売買損益を得る目的のためには行なっておりません。 

通貨関連における為替予約取引および通貨オプション取引は、為替相場の変動による機会リスクを有しておりま

す。また、金利関連における金利スワップ取引は、市場金利の変動による機会リスクを有しております。 

当社グループのデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の不履行による

リスクは、ほとんどないものと認識しております。デリバティブ取引の契約および取引は、連結財務諸表提出会社が

定めたデリバティブ取引に関する管理規程に定めたリスク管理を、提出会社の財務経理部が行なっております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

当社グループは、通常の外貨建営業取引に係わる輸出実績等をふまえ、外貨建営業債権債務等に係わる将来の為替

相場の変動によるリスクを回避する目的で、外貨建営業債権債務の残高の範囲内で、為替予約取引および通貨オプシ

ョン取引を行なっております。その他に金利スワップ取引を行なっており、変動金利支払の借入金について、借入金

利の固定化を目的として利用しております。デリバティブ取引については、実需のみに限定し、投機目的や短期的な

売買損益を得る目的のためには行なっておりません。 

通貨関連における為替予約取引および通貨オプション取引は、為替相場の変動による機会リスクを有しておりま

す。また、金利関連における金利スワップ取引は、市場金利の変動による機会リスクを有しております。 

当社グループのデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の不履行による

リスクは、ほとんどないものと認識しております。デリバティブ取引の契約および取引は、連結財務諸表提出会社が

定めたデリバティブ取引に関する管理規程に定めたリスク管理を、提出会社の財務経理部が行なっております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および退職一時金制度を設けておりま

す。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

(注) １ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

(注) １ ※１：厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

(1) 退職給付債務 △26,590百万円

(2) 年金資産 10,741百万円

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △15,848百万円

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 6,391百万円

(5) 未認識数理計算上の差異 4,732百万円

(6) 退職給付引当金(3)＋(4)＋(5) △4,723百万円

(1) 勤務費用 ※１ 847百万円

(2) 利息費用 614百万円

(3) 期待運用収益 △542百万円

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 1,278百万円

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 257百万円

(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 2,455百万円

   

(1) 退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.5％

(3) 期待運用収益率 2.9～6.4％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 16～17年

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 10年



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度および退職一時金制度を設けておりま

す。 

なお、当社および国内連結子会社が加入していた富士通厚生年金基金は、基金財政の安定化と制度の長期的な維持

を目的とした年金制度改訂および代行部分の過去分返上につき、2005年９月１日に厚生労働大臣から認可を受けまし

た。これに伴い、富士通厚生年金基金は、新たに「富士通企業年金基金」となっております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

(注) １ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２ 制度変更に伴い退職給付債務の減額が発生しておりますが、当該過去勤務につきましては一定の年数(10年)による定額法

により費用処理することとしております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

(注) １ ※１：厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。 

３ 上記以外に一部の在外連結子会社において清算に伴う特別退職金49百万円を支払っており、特別損失の関係会社清算関連

費用に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

次へ 

(1) 退職給付債務 △22,413百万円

(2) 年金資産 14,378百万円

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △8,035百万円

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 5,113百万円

(5) 未認識数理計算上の差異 1,943百万円

(6) 未認識過去勤務債務(債務の減額) △4,236百万円

(7) 退職給付引当金(3)＋(4)＋(5)＋(6) △5,213百万円

(1) 勤務費用 ※１ 717百万円

(2) 利息費用 600百万円

(3) 期待運用収益 △496百万円

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 1,278百万円

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 318百万円

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △262百万円

(7) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6) 2,155百万円

   

(1) 退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.5％

(3) 期待運用収益率 2.5～6.4％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 10年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 16～17年

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 10年



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 平成17年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

繰延税金資産  

 未払従業員賞与損金算入限度 
 超過額 

133百万円

 退職給付引当金損金算入限度 
 超過額 

1,856百万円

 役員退職給与引当金繰入額 10百万円

 固定資産未実現利益の消去 38百万円

 少額減価償却資産 62百万円

 税務上の繰越欠損金 10,459百万円

 その他 168百万円

 繰延税金資産小計 12,728百万円

 評価性引当額 △12,406百万円

 繰延税金負債との相殺 △9百万円

 繰延税金資産合計 312百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △11百万円

 その他 △15百万円

 繰延税金負債小計 △26百万円

 繰延税金資産との相殺 9百万円

 繰延税金負債合計 △16百万円

 繰延税金資産の純額 295百万円

流動資産－繰延税金資産 82百万円

固定資産－繰延税金資産 230百万円

流動負債－繰延税金負債 △5百万円

固定負債－繰延税金負債 △11百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 平成18年３月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

繰延税金資産  

未払従業員賞与 322百万円

退職給付引当金 2,120百万円

 役員退職給与引当金 9百万円

 固定資産未実現利益の消去 29百万円

 少額減価償却資産 66百万円

 固定資産減価償却超過額 
 (減損損失分含む) 

435百万円

 税務上の繰越欠損金 10,983百万円

 その他 296百万円

 繰延税金資産小計 14,263百万円

 評価性引当額 △13,992百万円

 繰延税金資産合計 270百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △14百万円

 繰延税金負債合計 △14百万円

 繰延税金資産の純額 256百万円

流動資産－繰延税金資産 161百万円

固定資産－繰延税金資産 109百万円

固定負債－繰延税金負債 △14百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  税金等調整前当期純損失を計上している為、記載し

ておりません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  税金等調整前当期純損失を計上している為、記載し

ておりません。 



(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 
前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、セットメーカーへの納入が主体である電子事業と最終消費者向けの消費財の販売が主体であ

る電池事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要製品については、「第１ 企業の概況」の３ 事業の内容に記載しているため省略しております。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,566百万円であり、その主なものは親会社での余資運用資

金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、セットメーカーへの納入が主体である電子事業と最終消費者向けの消費財の販売が主体であ

る電池事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要製品については、「第１ 企業の概況」の３ 事業の内容に記載しているため省略しております。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,750百万円であり、その主なものは親会社での余資運用資

金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

  

  
電子事業 
(百万円) 

電池事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

76,367 24,073 100,441 ― 100,441

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 76,367 24,073 100,441 (―) 100,441

営業費用 76,698 22,200 98,898 (―) 98,898

営業利益又は営業損失(△) △330 1,873 1,542 (―) 1,542

Ⅱ 資産・減価償却費及び 
  資本的支出 

    

資産 50,259 16,540 66,799 4,566 71,366

減価償却費 2,870 881 3,751 ― 3,751

資本的支出 2,261 568 2,830 ― 2,830

  
電子事業 
(百万円) 

電池事業
(百万円) 

計(百万円)
消去又は
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

94,394 23,715 118,109 ― 118,109

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 94,394 23,715 118,109 (―) 118,109

営業費用 94,839 22,302 117,141 (―) 117,141

営業利益又は営業損失(△) △444 1,412 967 (―) 967

Ⅱ 資産・減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

    

資産 56,279 16,586 72,866 3,750 76,616

減価償却費 2,709 754 3,463 ― 3,463

減損損失 1,167 ― 1,167 ― 1,167

資本的支出 3,264 273 3,537 ― 3,537



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する国又は地域 

(1) アジア……中国、台湾、シンガポール、インドネシア、スリランカ、タイ 

(2) 北米 ……米国 

(3) 欧州 ……ドイツ 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,566百万円であり、その主なものは親会社での余資運用資

金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

４ 当連結会計年度より、ドイツに所在する子会社を連結子会社に含めたことに伴い「欧州」を新たに設けております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する国又は地域 

(1) アジア……中国、台湾、シンガポール、インドネシア、スリランカ、タイ 

(2) 北米 ……米国 

(3) 欧州 ……ドイツ 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,750百万円であり、その主なものは親会社での余資運用資

金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

  
日本 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

57,191 38,313 2,267 2,668 100,441 ― 100,441

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

10,895 19,951 ― 63 30,909 (30,909) ―

計 68,086 58,264 2,267 2,732 131,350 (30,909) 100,441

営業費用 67,661 56,611 2,363 2,668 129,305 (30,407) 98,898

営業利益又は 
営業損失(△) 

424 1,653 △96 63 2,045 (502) 1,542

Ⅱ 資産 58,008 32,972 1,117 899 92,997 (21,631) 71,366

  
日本 
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

北米
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

57,434 56,656 1,710 2,308 118,109 ― 118,109

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

10,700 20,991 8 73 31,772 (31,772) ―

計 68,134 77,647 1,718 2,382 149,882 (31,772) 118,109

営業費用 68,608 75,124 1,788 2,320 147,842 (30,700) 117,141

営業利益又は 
営業損失(△) 

△474 2,522 △70 61 2,040 (1,072) 967

Ⅱ 資産 58,920 43,779 791 890 104,382 (27,766) 76,616



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中国、台湾、シンガポール、タイ、マレーシア他 

(2) 北米………………米国他 

(3) その他の地域……英国、ドイツ、フランス他 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中国、台湾、シンガポール、タイ、マレーシア他 

(2) 北米………………米国他 

(3) その他の地域……英国、ドイツ、フランス他 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア 北米 その他の地域 合計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 40,386 6,040 6,232 52,660

Ⅱ 連結売上高(百万円)   100,441

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

40.2 6.0 6.2 52.4

  アジア 北米 その他の地域 合計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 59,046 5,205 5,525 69,776

Ⅱ 連結売上高(百万円)   118,109

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

50.0 4.4 4.7 59.1



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 製品の販売については、市場価格、当社の原価等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

２ 資金の預入および借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  

２ 兄弟会社等 

  

(注) 上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 売掛債権の売却については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金
又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他 
の関係 
会社 

富士通㈱ 
神奈川県 
川崎市 
中原区 

324,625

IT(インフォメー
ション・テクノロ
ジ ) 分 野 に お い
て、最先端かつ高
性能、高品質を備
えた強いテクノロ
ジをベースに、品
質の高いプロダク
ト、サービスによ
るトータルソリュ
ーションビジネス
を営んでおり、情
報処理システム、
通信システムおよ
び電子デバイスの
開発、製造、販売
ならびにこれらを
活用した各種サー
ビスの提供 

被所有
  
  
  
  
直接 
39.8％ 
間接 
0.0％ 

兼任
１名 

当社製品
の販売 
資金の 
借入 

製品の
販売 1,443 売掛金 386

資金の
借入 12,800 短期 

借入金 12,800

支払
利息 70 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他 
の関係 
会社の 
子会社 

富士通 
キャピタル 
㈱ 

東京都 
千代田区 100

富士通㈱の国内グ
ループ会社に対す
る金銭の貸付及び
運用 

なし 兼任１名
資金の調
達・運 用
委託他 

売掛債
権の売
却 

7,585 未収 
入金 175



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 製品の販売については、市場価格、当社の原価等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

２ 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

３ 銀行借入金に対して、債務保証を受けております。なお、これに伴う保証料は支払っておりません。 

４ 上記以外に、当社が行なった第三者割当による第２回優先株式(70億円)を引き受けております。 

  

２ 兄弟会社等 

  

(注) 上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 売掛債権の売却については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金
又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他 
の関係 
会社 

富士通㈱ 
神奈川県 
川崎市 
中原区 

324,625

IT分野において、
最先端かつ高性
能、高品質を備え
た強いテクノロジ
ーをベースに、品
質の高い電子デバ
イス、プロダクト
およびこれらを活
用した各種サービ
スの提供によるト
ータルソリューシ
ョンビジネス 

被所有
  
  
  
  
直接 
39.8％ 
間接 
0.0％ 

兼任
１名 

当社製品
の販売 
資金の 
借入 

製品の
販売 1,481 売掛金 229

資金の
借入 7,500 

短期 
借入金 7,500

支払
利息 53 

借入に
対する 
被保証 

13,300 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他 
の関係 
会社の 
子会社 

富士通 
キャピタル
㈱ 

東京都 
港区 100

富士通株式会社の
国内グループ会社
に対する金銭の貸
付及び運用 

なし 兼任１名
資金の調
達・運 用
委託他 

売掛債
権の売
却 

12,073 未収 
入金 308



(１株当り情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当り純資産額 △21.61円 １株当り純資産額 △36.42円

１株当り当期純損失 21.20円 １株当り当期純損失 26.00円

 なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益について

は、当期純損失であるため記載しておりません。 

 １株当り純資産額については、期末純資産額から「期

末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期

末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除して算定

しております。 

  

１株当り当期純損失金額の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純損失 2,713百万円 

普通株式に係る当期純損失 2,713百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 127,983,569株 

 なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益について

は、当期純損失であるため記載しておりません。 

 １株当り純資産額については、期末純資産額から「期

末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期

末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除して算定

しております。 

  

１株当り当期純損失金額の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純損失 3,326百万円 

普通株式に係る当期純損失 3,326百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 127,964,183株 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当り

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

  

 概要については、「第４ 提出会社の状況、１ 株式

等の状況、(1)株式の総数等」に記載のとおりでありま

す。 

優先株式 10,000,000株 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当り

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

  

 概要については、「第４ 提出会社の状況、１ 株式

等の状況、(1)株式の総数等」に記載のとおりでありま

す。 

優先株式 27,500,000株 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第三者割当増資について 

連結財務諸表提出会社は、平成17年３月31日開催の臨時

取締役会決議に基づき、第三者割当による第２回優先株

式を下記のとおり発行いたしました。 

発行新株式数 優先株式 17,500,000株 

発行価額 １株につき400円 

発行価額の総額 7,000,000,000円 

資本組入額 １株につき200円 

資本組入額の総額 3,500,O0O,O00円 

申込期日 平成17年４月19日 

払込期日 平成17年４月19日 

配当起算日 平成19年４月１日 

配当先及び株式数 富士通株式会社 17,500,000株 

資金の使途 財務構造の改善および今後の事業

強化のための開発および設備投資

に活用いたします。 

――――― 



⑤ 【連結附属明細表】 

 【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

 【借入金等明細表】 

  

(注) １ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

２ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 訴訟 

  当社は、陸上自衛隊向け乾電池の納入に関し、平成16年11月５日付で東京地方裁判所において、国より不当

利得返還請求（不当利得返還請求金額382百万円及び付帯する年６％の割合による利息）の訴訟の提起を受けま

した。 

  現在、本訴訟は東京地方裁判所において係属審理中であります。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 29,915 28,158 1.13 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 7,505 1,444 3.72 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

2,306 1,162 2.74
平成19年５月～ 
平成25年６月 

合計 39,728 30,765 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,016 34 22 22



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
第76期

(平成17年３月31日) 
第77期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  4,061 3,397  

２ 受取手形 ※２  458 440  

３ 売掛金 ※２  15,186 15,840  

４ 商品  576 547  

５ 製品  724 337  

６ 原材料  1,094 969  

７ 仕掛品  429 404  

８ 貯蔵品  141 57  

９ 前払費用  35 57  

10 未収入金 ※２  10,098 9,038  

11 短期貸付金 ※２  ― 2,634  

12 未収消費税等  427 264  

13 その他  310 51  

  貸倒引当金  △53 △1,741  

流動資産合計  33,492 55.5 32,300 54.8

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 
※１ 
※３ 

    

(1) 建物  5,440 5,052  

(2) 構築物  477 430  

(3) 機械及び装置  2,546 2,140  

(4) 車両及び運搬具  0 0  

(5) 工具器具及び備品  1,179 781  

(6) 土地  3,302 3,294  

(7) 建設仮勘定  35 139  

有形固定資産合計  12,983 21.5 11,839 20.1



  

  

  
第76期

(平成17年３月31日) 
第77期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  280 265  

(2) ソフトウェア  122 73  

(3) 施設利用権他  54 52  

無形固定資産合計  457 0.8 391 0.7

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  77 88  

(2) 関係会社株式  6,906 7,261  

(3) 関係会社出資金  5,797 6,488  

(4) 従業員長期貸付金  22 11  

(5) 関係会社長期貸付金  1,150 ―  

(6) 長期前払費用  136 100  

(7) その他  507 480  

貸倒引当金  △1,221 △66  

投資その他の資産合計  13,377 22.2 14,365 24.4

固定資産合計  26,818 44.5 26,595 45.2

資産合計  60,310 100.0 58,896 100.0

      



  

  

  
第76期

(平成17年３月31日) 
第77期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ※２  274 173  

２ 買掛金 ※２  14,915 16,953  

３ 短期借入金  12,828 15,800  

４ 関係会社短期借入金  12,800 7,500  

５ １年内返済長期借入金 ※３  5,989 861  

６ 未払金  1,482 1,777  

７ 未払費用  654 1,044  

８ 未払法人税等  184 95  

９ 預り金  360 274  

10 その他  138 93  

流動負債合計  49,628 82.3 44,574 75.7

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※３  1,766 906  

２ 退職給付引当金  4,720 5,210  

３ 役員退職給与引当金  13 13  

４ 繰延税金負債  11 14  

５ その他  ― 7  

固定負債合計  6,511 10.8 6,152 10.4

負債合計  56,140 93.1 50,726 86.1

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  19,256 31.9 22,756 38.6

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  13,635 17,135  

資本剰余金合計  13,635 22.6 17,135 29.1

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  28 40  

２ 当期未処理損失  28,744 31,757  

利益剰余金合計  △28,716 △47.6 △31,717 △53.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  16 0.0 20 0.0

Ⅴ 自己株式 ※５  △21 △0.0 △25 △0.0

資本合計  4,169 6.9 8,170 13.9

負債資本合計  60,310 100.0 58,896 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
第76期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１  57,960 100.0 57,984 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 製品及び商品期首 
たな卸高 

1,117 1,301   

２ 合併による商品受入高 ― 12   

３ 当期商品仕入高 ※１ 17,563 18,921   

４ 当期製品製造原価 ※１ 34,493 32,751   

合計 53,174 52,987   

５ 販売費及び一般管理費 
他への振替高 

240 269   

６ 製品及び商品期末 
たな卸高 

1,301 51,632 89.1 884 51,833 89.4

売上総利益  6,328 10.9 6,150 10.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

 6,669 11.5 6,912 11.9

営業損失  341 0.6 761 1.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 11 22   

２ 受取配当金 
※１ 
※４ 

719 1,044   

３ 為替差益 ― 424   

４ 賃貸料 ※１ 216 185   

５ 経営指導料 96 96   

６ その他 469 1,513 2.6 162 1,934 3.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 480 380   

２ 売上割引 62 60   

３ たな卸資産償却費 105 176   

４ 固定資産除却損 72 310   

５ 退職給付積立不足等 
償却額 

1,271 1,271   

６ その他 330 2,323 4.0 239 2,438 4.2

経常損失  1,151 2.0 1,265 2.2



  

  

  
第76期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 土地売却益 165 165 0.3 185 185 0.3

Ⅶ 特別損失    

１ 減損損失 ※５ ― 476   

２ 関係会社未収入金 
  貸倒引当金繰入額 

― 466   

３ 事業撤退損失 ※６ ― 313   

４ 関係会社株式評価損 ― 223   

５ 関係会社貸付金 
  貸倒引当金繰入額 

1,150 ―   

６ 製品不具合対策費用 ※７ 893 ―   

７ 損害賠償金 365 ―   

８ 有形固定資産除却損 ※８ 171 ―   

９ その他 ― 2,581 4.5 161 1,640 2.8

税引前当期純損失  3,567 6.2 2,720 4.7

法人税、住民税 
及び事業税 

 358 0.6 419 0.7

当期純損失  3,925 6.8 3,140 5.4

前期繰越損失  24,818 28,744 

合併による未処分利益の 
受入高 

 ― 127 

当期未処理損失  28,744 31,757 



製造原価明細書 

  

(注) ※１ 経費のうち主なものは、次のとおりであります。 

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

  

原価計算の方法 

   部門別総合原価計算制度を採用しております。 

  

  
第76期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費  21,993 64.0 21,158 64.3

Ⅱ 労務費  5,340 15.5 5,521 16.8

Ⅲ 経費 ※１  7,033 20.5 6,216 18.9

  当期総製造費用  34,367 100.0 32,896 100.0

  期首仕掛品たな卸高  699 429  

計  35,067 33,325  

  他勘定振替高 ※２  144 169  

  期末仕掛品たな卸高  429 404  

  当期製品製造原価  34,493 32,751  

  第76期 第77期 

外注加工費 1,935百万円 1,360百万円 

減価償却費 1,053 988 

試験研究費 1,608 1,504 

消耗工具備品費 363 323 

  第76期 第77期 

社内制作設備の固定 
資産への振替高 

71百万円 73百万円 

仕掛品処分額 13 80 

その他 58 14 

計 144 169 



③ 【損失処理計算書】 

  

  

  
第76期

(株主総会承認年月日 
平成17年６月29日) 

第77期 
(株主総会承認年月日 
平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処理損失 28,744 31,757

Ⅱ 損失処理額 ― ―

Ⅲ 次期繰越損失 28,744 31,757

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
第76期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式および関連会社株式 

  ……移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式および関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

  ……期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ております。) 

(2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

同左 

   ② 時価のないもの 

  ……移動平均法による原価法 

 ② 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

総平均法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用してお

ります。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  建物     ３～50年 

  機械及び装置 ７～14年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

  

期末債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

  

同左 

 (2) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異

は、10年による按分額を費用処理して

おります。また、数理計算上の差異に

ついては、各事業年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異

は、10年による按分額を費用処理して

おります。また、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により

費用処理しており、数理計算上の差異

については、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により発生の翌事業

年度から費用処理しております。 



  

  

項目 
第76期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 役員退職給与引当金 役員の退職金の支出に備えて、役員退

職金規程に基づく当期末要支給額を計

上しております。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法  ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  市場相場変動に伴うリスクがある

債権または債務をヘッジ対象とし

て、為替予約、金利スワップ等の

デリバティブ取引をヘッジ手段と

して用いております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

   ③ ヘッジ方針 

  市場相場変動に伴うリスクのヘッ

ジを目的として、実需に基づく債

権または債務を対象にデリバティ

ブ取引を行なっており、デリバテ

ィブ取引に関する管理規程に準じ

て取引を行ない、ヘッジの有効性

の判定を含めたリスク管理を実施

しております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

    

 (1) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 



(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

  

第76期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

  

  

  

(貸借対照表関係) 

前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示

していた「短期貸付金」は、資産の総額の100分の１を

超えたため区分掲記いたしました。なお、前事業年度の

流動資産の「その他」に含まれる「短期貸付金」は161

百万円であります。 

――――― (損益計算書関係) 

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表

示していた「為替差益」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため区分掲記いたしました。なお、前事業

年度の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」

は78百万円であります。 

第76期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

外形標準課税制度 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法津第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が144百万円増加し、

営業損失、経常損失及び税引前当期純損失が144百万円

増加しております。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第76期 
(平成17年３月31日) 

第77期
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 25,658百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 24,978百万円

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

なお、上記以外の関係会社に対する負債の合
計額が負債及び資本の合計額の100分の１を
超えており、その金額は608百万円でありま
す。 

  受取手形 179百万円
  売掛金 6,908 
  未収入金 9,707 
  支払手形 144 
  買掛金 4,632 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 
  受取手形 46百万円
  売掛金 6,312 
  未収入金 8,432 
  短期貸付金 2,634 
  支払手形 94 
  買掛金 5,952 

※３ 有形固定資産のうち下記のものは、借入金の担保
に供しております。 

  

科目 
金額 
(百万円) 

被担保借入金 
(百万円) 

工場財団       

  

建物 3,963 
１年内返済 
長期借入金 

439 

機械及び装置 339 長期借入金 1,490 

土地 2,945     

合計 7,248 合計 1,929 

※３ 有形固定資産のうち下記のものは、借入金の担保
に供しております。 

  

科目 
金額 
(百万円) 

被担保借入金 
(百万円) 

工場財団       

  

建物 3,712 
１年内返済 
長期借入金 

339 

機械及び装置 251 長期借入金 250 

土地 2,945     

合計 6,909 合計 589 

※４ 授権株式数    普通株式 510,000,000株

            優先株式 30,000,000株

   発行済株式数   普通株式 128,075,884株

            優先株式 10,000,000株

※４ 授権株式数    普通株式 510,000,000株

            優先株式 30,000,000株

   発行済株式数   普通株式 128,075,884株

            優先株式 27,500,000株

※５ 自己株式の保有数 普通株式 102,907株 ※５ 自己株式の保有数 普通株式 121,222株

 ６ 偶発債務 
   銀行借入に対する債務保証は、次のとおりであり

ます。 

従業員 549百万円

FUCHI ELECTRONICS CO.,LTD. 184 

PT FDK INDONESIA 537 

SHANGHAI FDK CORPORATION 1,181 

SUZHOU FDK CO.,LTD. 464 

FDK (THAILAND) CO.,LTD. 256 

NANJING JINNING SANHUAN  
FDK CO.,LTD. 

129 

   計 3,304 

 ６ 偶発債務 
   銀行借入に対する債務保証は、次のとおりであり

ます。 

従業員 457百万円

PT FDK INDONESIA 234 

SUZHOU FDK CO.,LTD. 259 

FDK (THAILAND) CO.,LTD. 170 

   計 1,122 

 ７ 資本の欠損 
   資本の欠損は、28,765百万円であります。 

 ７ 資本の欠損 
   資本の欠損は、31,782百万円であります。 

 ８ 配当制限 
   商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は16百万円
であります。 

 ８ 配当制限 
   商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は20百万円
であります。 



(損益計算書関係) 

  

  

第76期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に関する事項 

なお、上記以外の関係会社からの営業外収益

の合計額が営業外収益の合計額の100分の10

を超えており、その金額は297百万円であり

ます。 

(1) 関係会社に対する売上高 14,042百万円

(2) 関係会社からの商品 

  ・原材料仕入高 
24,830 

(3) 関係会社からの受取配当金 718 

(4) 関係会社からの賃貸料 211 

※１ 関係会社に関する事項 

なお、上記以外の関係会社からの営業外収益

の合計額が営業外収益の合計額の100分の10

を超えており、その金額は326百万円であり

ます。 

(1) 関係会社に対する売上高 10,734百万円

(2) 関係会社からの商品 

  ・原材料仕入高 
25,453 

(3) 関係会社からの受取配当金 1,042 

※２ 販売費及び一般管理費 

   主な費目および金額は次のとおりであります。 

 販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は、おおむ

ね59％であります。 

(1) 運送費・梱包費 656百万円

(2) 販売奨励金 346 

(3) 従業員給料・諸手当 1,801 

(4) 減価償却費 73 

(5) 研究開発費 1,160 

※２ 販売費及び一般管理費 

   主な費目および金額は次のとおりであります。 

 販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は、おおむ

ね60％であります。 

(1) 運送費・梱包費 650百万円

(2) 従業員給料・諸手当 2,326 

(3) 減価償却費 64 

(4) 研究開発費 1,130 

※３ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費の総額 

  1,160百万円

※３ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費の総額 

  1,130百万円

――――― ※４ 在外子会社が配当可能利益の資本組入れを決議し

たことによる配当金907百万円が含まれておりま

す。 

――――― ※５ 減損損失 

   当社は、当事業年度において以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。 

   当社は、当該事業が製品の製造目的で専有使用す

る資産を概ね独立してキャッシュ・フローを生み

出す単位としてグループ化いたしました。 

   光部品事業については、国内外の市場での需要低

迷および売値低下の継続により、今後も経常的に

損失が予想され、営業活動から生じる割引前将来

キャッシュ・フローの見積額がマイナスとなるた

め、同製品を製造する湖西工場において同事業が

専有使用する資産グループについて回収可能価額

をゼロとし帳簿価額全額を減損損失385百万円と

して認識いたしました。減損損失の内訳は機械及

び装置190百万円、工具器具及び備品194百万円で

あります。 

   また、マイクロコンバータ事業については、携帯

電話市場での競争激化により、売値が大幅に下落

し、今後も経常的に損失が予想され、営業活動か 

  場所 用途 種類 

光部品事業
湖西工場
(静岡県湖西市)

光通信用部品
製造設備 

機械及び装置、工
具器具及び備品 

マイクロコ
ンバータ事
業 

いわき工場
(福島県いわき
市) 

マイクロコン
バータ 
製造設備 

機械及び装置、工
具器具及び備品、
リース資産 



  

  

第76期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

     ら生じる割引前将来キャッシュ・フローの見積額

がマイナスとなるため、同製品を製造するいわき

工場において同事業が専有使用する資産グループ

について回収可能価額をゼロとし帳簿価額全額を

減損損失90百万円として認識いたしました。減損

損失の内訳は、機械及び装置40百万円、工具器具

及び備品12百万円、リース資産38百万円でありま

す。 

――――― ※６ 事業撤退損失 

・たな卸資産処分損 275百万円

・有形固定資産除却損  

  建物 0百万円

  機械及び装置 3百万円

  工具器具及び備品 33百万円

計 313百万円

※７ 製品不具合対策費用 

・たな卸資産処分損 584百万円

・検査修理費 174百万円

・運送費 134百万円

計 893百万円

――――― 

※８ 有形固定資産除却損 

・建物 165百万円

・構築物 6百万円

計 171百万円

――――― 



  
(リース取引関係) 

  

  

第76期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

  
機械及び 
装置 

  
車両及び 
運搬具 

  
工具器具 
及び備品 

  合計

取得価額 
相当額 
(百万円) 

1,128  34  1,000  2,163

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

538  29  729  1,297

期末残高 
相当額 
(百万円) 

589  5  271  866

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

機械及び
装置 

車両及び
運搬具 

工具器具 
及び備品 

  合計 

取得価額
相当額 
(百万円) 

888 19 360  1,267 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

520 13 197  730 

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

38 ― ―  38 

期末残高
相当額 
(百万円) 

329 5 162  498 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み法」により、

算定しております。 

１年内 417百万円

１年超 449百万円

合計 866百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

  

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み法」により、

算定しております。 

１年内 238百万円

１年超 260百万円

合計 498百万円

リース資産減損勘定の残高 32百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 588百万円

 減価償却費相当額 588百万円

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 438百万円

リース資産減損勘定の取崩額 6百万円

減価償却費相当額 432百万円

減損損失 38百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

当事業年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日)における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

第76期 
(平成17年３月31日) 

第77期
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産  

 未払従業員賞与損金算入限度
 超過額 

98百万円

 退職給付引当金損金算入限度 
 超過額 

1,857百万円

 役員退職給与引当金繰入額 6百万円

 税務上の繰越欠損金 10,288百万円

 関係会社貸付金貸倒引当金 
 繰入額 

1,051百万円

 その他 157百万円

 繰延税金資産小計 13,457百万円

 評価性引当額 △13,457百万円

 繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △11百万円

繰延税金負債合計 △11百万円

繰延税金負債の純額 △11百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産  

 未払従業員賞与 261百万円

 退職給付引当金 2,118百万円

 役員退職給与引当金 6百万円

 固定資産減価償却超過額 
 (減損損失分含む) 

424百万円

 税務上の繰越欠損金 10,924百万円

 貸倒引当金 700百万円

 その他 224百万円

 繰延税金資産小計 14,657百万円

 評価性引当額 △14,657百万円

 繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △14百万円

繰延税金負債合計 △14百万円

繰延税金負債の純額 △14百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

   税引前当期純損失を計上している為、記載してお

りません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

   税引前当期純損失を計上している為、記載してお

りません。 



(１株当り情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

第76期 第77期

１株当り純資産額 1.33円 １株当り純資産額 △22.12円

１株当り当期純損失 30.67円 １株当り当期純損失 24.54円

 なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益について

は、当期純損失であるため記載しておりません。 

 １株当り純資産額については、期末純資産額から

「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額

を、期末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除

して算定しております。 

  

１株当り当期純損失金額の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純損失 3,925百万円 

普通株式に係る当期純損失 3,925百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 127,983,569株 

 なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益について

は、当期純損失であるため記載しておりません。 

 １株当り純資産額については、期末純資産額から

「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額

を、期末発行済普通株式数(「自己株式」を除く)で除

して算定しております。 

  

１株当り当期純損失金額の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純損失 3,140百万円 

普通株式に係る当期純損失 3,140百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 127,964,183株 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当り

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

  

 概要については、「第４ 提出会社の状況、１ 株式

等の状況、(1)株式の総数等」に記載のとおりでありま

す。 

優先株式 10,000,000株 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当り

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

  

 概要については、「第４ 提出会社の状況、１ 株式

等の状況、(1)株式の総数等」に記載のとおりでありま

す。 

優先株式 27,500,000株 

第76期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第77期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第三者割当増資について 

当社は、平成17年３月31日開催の臨時取締役会決議に基

づき、第三者割当による第２回優先株式を下記のとおり

発行いたしました。 

発行新株式数 優先株式 17,500,000株 

発行価額 １株につき400円 

発行価額の総額 7,000,000,000円 

資本組入額 １株につき200円 

資本組入額の総額 3,500,O0O,O00円 

申込期日 平成17年４月19日 

払込期日 平成17年４月19日 

配当起算日 平成19年４月１日 

配当先及び株式数 富士通株式会社 17,500,000株 

資金の使途 財務構造の改善および今後の事業

強化のための開発および設備投資

に活用いたします。 

――――― 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が、資産総額の100分の１以下のため、財務諸表等規則第121条の規定に基づいて記載を省略

しました。 
  
  



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

２ 当期減少額の内訳は次のとおりであります。 
  

３ 無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」および「当期減少額」の記載を

省略しております。 

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 13,700 88 362 13,425 8,373 399 5,052

 構築物 1,761 36 102 1,695 1,264 60 430

 機械及び装置 13,170 485 
1,285
( 231)

12,370 10,229 545 2,140

 車両及び運搬具 7 ― ― 7 7 0 0

 工具器具及び備品 6,663 262 
1,041
( 206)

5,884 5,102 338 781

 土地 3,302 ― 7 3,294 ― ― 3,294

 建設仮勘定 35 108 5 139 ― ― 139

 有形固定資産計 38,642 981 
2,805
( 437)

36,817 24,978 1,345 11,839

無形固定資産       
 借地権 ― ― ― 265 ― ― 265
 ソフトウェア ― ― ― 647 573 54 73
 施設利用権他 ― ― ― 114 61 2 52
 無形固定資産計 ― ― ― 1,026 635 57 391
長期前払費用 182 1 1 182 81 36 100

  金額(百万円) 備考

機械及び装置 

湖西工場 1,017 電子部品製造設備

いわき工場 237 電子部品製造設備

山陽工場 30 電子部品製造設備

計 1,285

工具器具及び備品 

湖西工場 897 電子部品製造設備

いわき工場 135 電子部品製造設備

山陽工場 4 電子部品製造設備

本社 3 その他

計 1,041



【資本金等明細表】 

  

(注) ※１ 当期末における自己株式は121,222株であります。 

※２ 当期増加額は、発行日を平成17年４月19日とする優先株式の第三者割当増資によるものであります。 

※３ 当期増加額は、発行日を平成17年４月19日とする優先株式の第三者割当増資によるものであります。 

※４ 当期増加額は、連結子会社であったFDK販売株式会社を吸収合併したことによるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 19,256 3,500 ― 22,756

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式※１ (株) (128,075,884) (―) (―) (128,075,884)

普通株式 (百万円) 17,256 ― ― 17,256

優先株式 (株) (10,000,000) (17,500,000) (―) (27,500,000)

優先株式※２ (百万円) 2,000 3,500 ― 5,500

計 (株) (138,075,884) (17,500,000) (―) (155,575,884)

計 (百万円) 19,256 3,500 ― 22,756

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金 

(資本準備金)    

株式払込剰余金※３ (百万円) 13,632 3,500 ― 17,132

合併差益 (百万円) 2 ― ― 2

計 (百万円) 13,635 3,500 ― 17,135

利益準備金 
及び 
任意積立金 

(利益準備金)※４ (百万円) 28 12 ― 40

計 (百万円) 28 12 ― 40

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 1,274 1,807 39 1,235 1,807

役員退職給与引当金 13 ― ― ― 13



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ)現金及び預金 

  

  

(ロ)受取手形 

(A) 相手先別内訳 

  

  

(B) 受取手形残高の決済月別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 3 

預金   

普通・当座預金 3,315 

通知預金 35 

定期預金 43 

小計 3,394 

合計 3,397 

相手先別 金額(百万円)

タッチパネル・システムズ㈱ 45 

澤電気機械㈱ 32 

フマキラー㈱ 28 

東亜無線電機㈱ 26 

プラス㈱ 24 

その他 282 

合計 440 

  平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計 

受取手形(百万円) 30 72 316 17 3 440

比率(％) 7.0 16.4 71.9 4.0 0.7 100.0



(ハ)売掛金 

(A) 相手先別内訳 
  

  

(B) 売掛金回収並びに滞留状況 
  

  

  

３ 上記の金額は、消費税等が含まれております。 

  

(ニ)たな卸資産 
  

  

相手先別 金額(百万円)

富士通デバイス㈱ 2,102 

FUCHI ELECTRONICS.,LTD. 1,550 

日立コンピュータ機器㈱ 1,383 

FDK HONG KONG LTD. 1,133 

FDK AMERICA INC. 637 

その他 9,032 

合計 15,840 

  
前期末残高 
(百万円) 

当期発生額 
(百万円) 

当期回収額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

回収率
(％) 

滞留期間 
(月) 

平成17年４月 
～平成18年３月 

15,186 59,876 59,222 15,840 78.9 3.1

(注) １ 回収率＝ 
当期回収額(前期末残高＋当期発生額－当期末残高)

前期末残高＋当期発生額

   ２ 滞留期間＝ 
(前期末残高＋当期末残高)÷２

×12 
当期発生額 

科目 区分 金額(百万円) 科目 区分 金額(百万円)

商品 

電子事業 185 仕掛品 電子事業 404

電池事業 361

貯蔵品

電子事業 24

合計 547 電池事業 11

製品 電子事業 337 その他 20

原材料 電子事業 969 合計 57



(ホ)未収入金 

  

  

(ヘ)関係会社株式 

  

  

(ト)関係会社出資金 

  

  

区分 金額(百万円)

支給材料代 4,208 

その他 4,830 

合計 9,038 

区分 金額(百万円)

子会社株式 7,261 

合計 7,261 

区分 金額(百万円)

子会社出資金 5,177 

関連会社出資金 1,310 

合計 6,488 



② 負債の部 

(イ)支払手形 

(A) 相手先別内訳 

  

  

(B) 支払手形残高の決済月別内訳 

  

  

(ロ)買掛金 

  

  

区分 相手先名 金額(百万円) 

支払手形 

㈱FDKエンジニアリング 94 

小泉工業㈱ 21 

㈱牧谷局紙 19 

㈱大内製作所 8 

中部メタル販売㈱ 5 

その他 23 

合計 173 

  平成18年４月 ５月 ６月 ７月 合計 

支払手形(百万円) 49 38 40 45 173

比率(％) 28.2 22.0 23.4 26.4 100.0

相手先名 金額(百万円)

XIAMEN FDK CORPORATION 2,472 

FDKエナジー㈱ 2,192 

ローム㈱ 858 

SHANGHAI FDK CORPORATION 749 

第一実業㈱ 647 

その他 10,033 

合計 16,953 



(ハ)短期借入金 

  

  

(ニ)関係会社短期借入金 

  

  
  

(ト)退職給付引当金 

  

  

(3) 【その他】 

① 決算日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 訴訟 

  当社は、陸上自衛隊向け乾電池の納入に関し、平成16年11月５日付で東京地方裁判所において、国より不当

利得返還請求（不当利得返還請求金額382百万円及び付帯する年６％の割合の利息）の訴訟の提起を受けまし

た。 

  現在、本訴訟は東京地方裁判所において係属審理中であります。 

  

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 13,300 

㈱静岡銀行 2,500 

合計 15,800 

借入先 金額(百万円)

富士通㈱ 7,500 

合計 7,500 

区分 金額(百万円)

退職給付債務 22,382 

未認識過去勤務債務 4,236 

会計基準変更時差異の未処理額 △5,086 

未認識数理計算上の差異 △1,943 

年金資産 △14,378 

合計 5,210 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行なわれ、当社の公告方法は、電子公告とし、当社のホ

ームページに掲載して行なうこととなりました。当社が公告を行なうホームページアドレスは、以下のとおりです。ただ

し、やむを得ない事由により、電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。 

         ホームページアドレス http://www.fdk.co.jp/kessan-j/index.html 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び
100株未満の株式の数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

名義書換   

  取扱場所 東京都杉並区和泉二丁目８番４号 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社本店ならびに全国各支店および
日本証券代行株式会社本店ならびに全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 不所持交付返還及び株券再発行の場合一枚につき50円および印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都杉並区和泉二丁目８番４号 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社本店ならびに全国各支店および
日本証券代行株式会社本店ならびに全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 (注)

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
(1)  
  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第76期) 

  
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 
  

事業年度 
(77期中) 

  
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月21日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ＦＤＫ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＦＤＫ

株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｆ

ＤＫ株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年３月31日開催の臨時取締役会決議に基づき、第三者割当に

よる第２回優先株式の発行を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  土  肥  準  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  神  谷  和  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  荒  田  和  人  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

ＦＤＫ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＦＤＫ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｆ

ＤＫ株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  神  谷  和  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  荒  田  和  人  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ＦＤＫ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＦＤＫ

株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＦＤＫ

株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年３月31日開催の臨時取締役会決議に基づき、第三者割当に

よる第２回優先株式の発行を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  土  肥  準  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  神  谷  和  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  田  和  人  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

ＦＤＫ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＦＤＫ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＦＤＫ

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  神  谷  和  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  田  和  人  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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